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第３編 自然災害応急対策関連資料 

資料３－１ 職員の配備基準 

 

＜情報収集体制における職員の配備基準＞ 

種 別 配 備 時 期 配備内容 

情報収集 

体制 

ア． 市域に気象注意報（大雨・洪水注意報等）が発表され、

台風の接近や雨が激しく降るなど、情報収集活動の必

要がある場合 

イ． 大和川水位観測所において、氾濫注意水位（3.2ｍ）に

到達したとき 

ウ． 石川玉手橋水位観測所において、氾濫注意水位（3.9ｍ）

に到達したとき 

エ． 大阪府域で震度４を観測した場合 

オ． 事態収束後も引き続き情報収集活動の必要がある場合 

カ． 「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」が気象庁から発

表された場合 

状況に応じ危機管

理担当職員により

情報収集活動を実

施する体制。 

 

＜風水害発生時における職員の配備基準＞ 

種 別 配 備 時 期 配備内容 

事前配備 

体制 

ア． 市域に気象注意報（大雨・洪水注意報等）が発表され、

雨が激しく降るなど、情報連絡活動の必要がある場合 

イ． 市域に気象警報（大雨・洪水警報等）が発表された場合 

ウ． 大和川水位観測所において、避難判断水位（4.5ｍ）に

到達したとき 

エ． 石川玉手橋水位観測所において、氾濫注意水位（3.9ｍ）

に到達したとき 

最小限の人員で、

情報連絡活動を実

施する体制。 

災
害
対
策
初
動
本
部 

警戒 

配備体制 

ア． 市域に災害発生のおそれがある気象警報等（大雨・洪水

警報等）が発表され、かつ、市域に小規模な災害が発生

し始めた場合又は発生するおそれがある場合 

イ． 大和川水位観測所において、本市の避難判断水位（5.4

ｍ）に到達するおそれがあるとき【※5.2ｍで参集】 

ウ． 石川玉手橋水位観測所において、避難判断水位（4.6ｍ）

に到達するおそれがあるとき【※4.4ｍで参集】 

エ． その他の状況により初動本部長（副市長）が必要と認め

た場合 

災害に対する警戒

若しくは応急対策

を実施する体制。 

初動 

配備体制 

ア． 市域に特別警報（大雨特別警報等）が発表された、又は

発表される可能性が高い場合 

イ． 大和川水位観測所において、本市の氾濫危険水位（6.0

ｍ）に到達したとき 

ウ． 石川玉手橋水位観測所において、氾濫危険水位（4.8ｍ）

に到達したとき 

エ． 市域に災害発生のおそれがあり、事態の推移によって

は直ちに準備又は警戒体制をとる必要がある場合 

小規模の災害応急

対策を実施する体

制。 
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オ． 市域に局地的な災害が発生し始めた場合又は発生する

おそれがあるが場合 

カ． その他の状況により初動本部長（副市長）が必要と認め

た場合 

災
害
対
策
本
部 

災害対策 

配備体制 

ア． 市域に中規模の災害が発生し（発生するおそれがあ

り）、又は災害が拡大するおそれがあり、初動配備体制

では対処できない場合 

イ． その他の状況により本部長（市長）が必要と認めた場合 

相当規模の災害応

急対策を実施する

体制。 

全職員 

配備体制 

ア． 市域に大規模の災害が発生し（発生するおそれがあ

り）、又は災害が拡大するおそれがあり、災害対策配備

体制では対処できない場合 

イ． その他の状況により本部長（市長）が必要と認めた場合 

市の全力を挙げて

防災活動を実施す

る体制。 

 

＜地震発生時における職員の配備基準＞ 

種 別 配 備 時 期 配備内容 

災
害
対
策
初
動
本
部 

警戒 

配備体制 

１. 南河内又は中河内地域で震度４を観測した場合 

２. その他の状況により初動本部長（副市長）が必要と認め

た場合 

災害に対する警戒

若しくは応急対策

を実施する体制。 

初動 

配備体制 

１. 南河内又は中河内地域で震度５弱を観測した場合 

２. 市域に災害発生のおそれがあり、事態の推移によって

は直ちに準備又は警戒体制をとる必要がある場合 

３. 市域に局地的な災害が発生し始めた場合又は発生する

おそれがある場合 

４. その他の状況により初動本部長（副市長）が必要と認め

た場合 

小規模の災害応急

対策を実施する体

制。 

災
害
対
策
本
部 

災害対策 

配備体制 

１. 南河内又は中河内地域で震度５強を観測した場合 

２. 市域に中規模の災害が発生し、又は災害が拡大するお

それがあり、初動配備体制では対処できない場合 

３. その他の状況により本部長（市長）が必要と認めた場合 

相当規模の災害応

急対策を実施する

体制。 

全職員 

配備体制 

１. 南河内又は中河内地域で震度６弱以上を観測した場合 

２. 市域に大規模の災害が発生し（発生するおそれがあ

り）、又は災害が拡大するおそれがあり、災害対策配備

体制では対処できない場合 

３. その他の状況により本部長（市長）が必要と認めた場合 

市の全力を挙げて

防災活動を実施す

る体制。 

※震度については、大阪管区気象台の発表による。 

 

 

 



- 89 - 

資料３－２ 災害時の配備体制 

 

＜災害時の配備体制の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜配備体制と人数＞                          令和２年７月現在 

配備体制 動員数 増員数 

情報収集体制 11 － 

事前配備体制 23 12 

災害対策 

初動本部体制 

警戒配備体制 65 42 

避難所班・保健衛生支援チーム・建物班出動時 228 163 

初動配備体制 284 56 

災害対策 

本部体制 

災害対策配備体制 303 19 

全職員配備体制 680 377 

※ 動員数は本部長及び副本部長以外の本部員を除いた人数。 

※ 全職員配備体制人員は特別職、再任用職員・任期付職員等及び小中学校長・教頭等を含む。 

気象・防災情報 

大阪府防災情報システム 

防災情報メール 
【勤務時間中】危機管理室 

【勤務時間外】警備室 

 

危機管理監・危機管理監補佐・危機管理室 

メールによる情報↓ ↓ＦＡＸ等による情報 

↓電話等で連絡 ↓ 

↓ 初動本部 

事前配備体制  

情報収集体制 

↓ 

初動本部長 

初動副本部長 

初動本部員 

両副市長 

危機管理監 

危機管理監補佐 

危機管理監・危機管理監補佐 

危機管理室 

まち保全課 

農とみどり保全課 

庶務班 

（ 機動班 ） 

報告 

→ 

警戒配備体制 

 

初動配備体制 

↑指示 報告↓ 

↓指示 

 

災害対策 

配備体制 

 

全職員 

配備体制 

市長 

両副市長 

教育長 

危機管理監 

危機管理監補佐 

庁議メンバー 

消防長・消防団長 

本部長 

 

副本部長 

 

副本部長補佐 

本部員 

災害対策本部 

市   長 
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資料３－３ 災害対策各班事務内容等 

令和２年７月現在 

班名 事務内容 
初動本部 災対本部 

警戒配備 初動配備 災対配備 

総
務
隊 

①大隊長 

総務隊の指揮及び本部との連絡調整 

1 1 1 

②中隊長 
小隊長 

1 1 1 

2 2 2 

③全体調整班 

本部事務局に関すること。 
・本部会議の準備・運営 
・対策内容の検討・調整 
・本部関係文書の管理・保存 
各隊又は班の調整 
・職員配備状況のまとめ等 
現地対策本部との連絡調整 
府・他市町村・警察・消防等関係機関との連絡 
消防団・水防団との連絡調整 
配備職員の食糧・仮眠室等の確保 
現地調整所との連絡調整 

5 5 5 

④庶務班 

気象情報の収集及び伝達 
防災無線の基地局の統制 
被害状況の総括 
・被害状況の整理・分析・報告 
応急資機材の確認・調達 
配備及び本部長命令の伝達 
本部長・副本部長の秘書 
配備職員の状況把握・救護等 
報道提供資料の作成（広報班との調整） 

14 14 14 

特殊標章の交付・管理 

⑤市民対応班 

市民からの要請等の受付 
区長会との連絡調整 
交通・医療・ライフライン等の民間関係 
機関との連絡調整 

8 8 8 

⑥要配慮者等 
支援班 

要配慮者・要配慮者利用施設等への情報提供 
避難行動要支援者の安否状況集約 

0 8 8 

⑦避難所班 
避難所の開設・管理及び避難者の収容 
避難行動要支援者の避難誘導等 

0 89 89 

⑦避難所保健
衛生支援チーム 

避難所での被災者の心のケア及び避難所の公衆
衛生 

0 20 20 

⑧建物管理班 
施設の管理 
避難所班の応援 

0 54 54 

⑨給食班 配備職員及び避難者に対する給食 0 4 8 

⑩車両班 
車両の配車運営 
配備職員搬送用車両の運転 

0 2 2 

⑪広報班 

被害状況の写真撮影 
報道機関との連絡調整 
記者会見の準備・実施 
市民への周知・広報 

0 
0 

(2) 
0 

(2) 

総 務 隊 小 計 31 208 212 
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班名 事務内容 
初動本部 災対本部 

警戒配備 初動配備 災対配備 

対
策
隊 

⑫大隊長 

対策隊の指揮及び本部との連絡調整 

1 1 1 

⑬中隊長 1 1 1 

小隊長 1 1 1 

⑭調査班 
河川・ため池・道路等の状況調査及び被害調査 
自主避難者の把握・被害家屋の調査 
災害現場での状況把握 

8 8 8 

⑮防疫班 
防疫対策の実施 
くみ取業者との連絡 

0 3 3 

⑯～⑳小隊長 現地調整所の設置・運営又は参画等 1 4 5 

⑯第１対策隊 

災害現場での応急対策 
被災者の捜索及び救出 

0 12 12 

⑰第２対策隊 0 12 12 

⑱第３対策隊 0 12 12 

⑲第４対策隊 0 0 12 

⑳機動班 
対策隊車両の運転 
重機使用による応急対策 
災害現場での応急対策 

18 18 18 

対 策 隊 小 計 30 72 85 

市民病院対策部 
（市民病院体制） 

医療・救護活動に関すること。 − − ◎ 

合 計 61 280 297 

※表中の人数は、班別の人数であり、本部長・副本部長・副本部長補佐及び本部員は配備人数に含まない。 

 

【ビブスの色分け】 

ネイビー 

【初動・災対本部】本部長・副本部長・副本部長補佐・本部員 

【総務隊】大隊長・中隊長・小隊長・全体調整班 

【対策隊】大隊長・中隊長 

ブルー 
【総務隊】庶務班・市民対応班・要配慮者等支援班 

建物管理班・広報班 

グリーン 【総務隊】給食班・車両班 

オレンジ 【総務隊】避難所班 

ピンク 【総務隊】避難所保健衛生支援チーム 

イエロー 【対策隊】小隊長・調査班・防疫班・対策隊・機動班 
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資料３－４ 藤井寺市災害対策初動本部の組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務隊 

①大隊長 

②中隊長 

対策隊 

⑫大隊長 

⑰第２対策隊第１班 
⑰第２対策隊第２班 
⑰第２対策隊第３班 

⑬中隊長 

③全体調整班 
④第１庶務班 
④第２庶務班 
⑤第１市民対応班 
⑤第２市民対応班 
⑥要配慮者等支援班 

⑭第１調査班 
⑭第２調査班 
⑮防疫班 

⑯第１対策隊第１班 
⑯第１対策隊第２班 
⑯第１対策隊第３班 

⑬小隊長 

初動本部長 

両副市長 

初動副本部長 

危機管理監 

初動副本部長補佐 

危機管理監補佐 

②小隊長 

⑱第３対策隊第１班 
⑱第３対策隊第２班 
⑱第３対策隊第３班 

初動本部員 

各部 
危機管理情報担当 ⑯小隊長 

⑰小隊長 

⑱小隊長 

⑳第１機動班 
⑳第２機動班 
⑳第３機動班 
⑳第４機動班 

⑦避難所班 
⑦
⑧建物管理班 
⑨給食班 
⑩車両班 
⑪広報班 

⑳小隊長 

②小隊長 
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資料３－５ 災害対策初動本部配備指令の伝達 

 

① 勤務時間内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 勤務時間外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告 

（職員参集メール）→ 

（個別電話・メール配信）→ 

市 長 

初動本部長 

初動副本部長 

初動本部員 配備職員 

当 直 者 
（警 備 室） 

報告 

（庁内放送、電話等）→ 

市 長 

初動本部長 

初動副本部長 

初動本部員 配備職員 
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資料３－６ 藤井寺市災害対策本部の組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③全体調整班 
④庶務班 
⑤市民対応班 
⑥要配慮者等支援班 

本部長 

市長 

副本部長 

両副市長 
教育長 

危機管理監 

副本部長補佐 

危機管理監補佐 

②中隊長 

①大隊長 

市民病院対策部 

⑭調査班 
⑮防疫班 

本部員 

庁議メンバー 
消防長 

消防団長 

⑬小隊長 

⑯第１対策隊第１班 
⑯第１対策隊第２班 
⑯第１対策隊第３班 

⑯小隊長 

⑰第２対策隊第１班 
⑰第２対策隊第２班 
⑰第２対策隊第３班 

⑫大隊長 

⑰小隊長 ⑬中隊長 

総務隊 

※市民病院の体制とする 

対策隊 

⑱第３対策隊第１班 
⑱第３対策隊第２班 
⑱第３対策隊第３班 

⑱小隊長 

⑲第４対策隊第１班 
⑲第４対策隊第２班 
⑲第４対策隊第３班 

⑲小隊長 

⑳小隊長 

⑳第１機動班 
⑳第２機動班 
⑳第３機動班 
⑳第４機動班 

⑦避難所班 
⑦
⑧建物管理班 
⑨給食班 
⑩車両班 
⑪広報班 

②小隊長 

②小隊長 
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資料３－７ 災害対策本部の組織体制と事務分掌 

 

本表は、災害発生からおおむね１日経過をめどに、別表第１による応急対策から全職員体制で

対策にあたる際の事務分掌を示す。災害対策本部が解散するまでの間は、本表に基づき対策にあ

たることとなるが、各対策部長をトップとした指揮命令系統で、各対策部が自律的に行動するこ

とが要求される。 

また、主担当課とは、あくまでも事務を処理する上での中心課でしかなく、災害の種類、程度

により、事務分担に偏りがある場合は、各対策部内で調整を行い、必要に応じて他の対策部に対

して応援を要請することができるものとする。 

 

＜災害対策本部の組織体制と事務分掌＞ 

 部長 副部長 主担当課 主な事務分掌 

   各課共通 各所管に係る施設等の被害調査と応急措置に関すること 

   部長 

副部長 

各対策部内の事務の調整に関すること 

他の対策部への応援要請に関すること 

対
策
本
部
総
括 

危
機
管
理
監
・
議
会
事
務
局
長
・
選
監
公
固
事
務
局
長
・
会
計
管
理
者 

危
機
管
理
室
長 

危機管理室 災害対策本部の設置及び廃止に関すること 

本部長の指示及び伝達に関すること 

防災会議及び災害対策本部会議に関すること 

気象、災害情報の収集、伝達、各部からの災害情報の取りま

とめ及び本部、防災関係機関への報告に関すること 

災害通信の確保に関すること 

職員の非常招集に関すること 

自衛隊、隣接市、協定締結市町村及び関係機関への協力要請

等に関すること 

国・府等への連絡、報告及び要望に関すること 

防災関係機関との連絡、調整に関すること 

災害に関する文書の収受に関すること 

大和川右岸水防事務組合との連絡調整に関すること 

消防団の出動要請に関すること 

自衛隊の災害派遣要請の依頼及び受入れに関すること 

災害救助法の事務に関すること 

災害記録に関すること 

広域消防応援の受入れ及び調整に関すること 

自主防災組織に関すること 

防犯活動に関すること 

各対策部の連絡統制に関すること 

義援物資に関すること 

会計室 見舞金の出納に関すること 

災害応急対策経費の支払いに関すること 

その他経費の支払いに関すること 

議会事務局 議員への連絡に関すること 

本部長の特命事項に関すること 
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 部長 副部長 主担当課 主な事務分掌 

選監公固 

事務局 

所轄事務に係る委員等への連絡に関すること 

本部長の特命事項に関すること 

総
務
対
策
部 

総
務
部
長
（
・
理
事
） 

総
務
部
危
機
管
理
情
報
担
当 

総務課 庁舎、電気施設の保全に関すること 
庁舎の警備に関すること 
災害用車両の調達配分計画及び燃料の確保に関すること 
庁舎の被害調査及び応急措置に関すること 

資産活用課 公有財産の被害調査及び応急措置に関すること 
市有建物の応急修理及び緊急装置の準備に関すること 
応急仮設住宅の建設に関すること 
所管工事現場の災害防止に関すること 
復旧工事に係る委託業者及び機械の動員、配置並びに応急対
策活動の指示に関すること 
現場員に対する物資の配給に関すること 

行財政管理課 災害対策費関係資料の作成及び報告に関すること 
市の災害起債に関すること 
市の災害復旧資金計画及び資金調達に関すること 
災害対策費の収入支出及び決算に関すること 

税務課 罹災証明に関すること 
被災家屋調査に関すること 
災害に伴う税の減免に関すること 

契約検査課 食料及び物資の調達、確保に関すること 
食料及び物資の供給に関すること 
災害対策諸物資の調達、検収及び契約に関すること 
緊急時における関係業者等への協力依頼、連絡調整に関する
こと 

政
策
企
画
対
策
部 

政
策
企
画
部
長
（
・
理
事
） 

政
策
企
画
部
危
機
管
理
情
報
担
当 

政策推進課 復旧・復興の総括的計画に関すること 
海外からの応援協力等に対する連絡調整に関すること 

情報政策課 情報機器の保全に関すること 

秘書広報課 本部長・副本部長（副市長）の秘書に関すること 
見舞者等への応接に関すること 
渉外に関すること 
災害に関する写真・ビデオ等による記録に関すること 
報道機関との連絡調整及び災害広報に関すること 
避難指示等の広報に関すること 

人事課 職員の安否確認に関すること 
職員の公務災害等の補償に関すること 
職員の仮眠室等、健康管理に関すること 
職員の給食及び被服等に関すること 

市
民
生
活
対
策
部 

市
民
生
活
部
長
（
・
理
事
） 

市
民
生
活
部
危
機
管
理
情
報
担
当 

市民課 市民の安否確認に関すること 
遺体安置所等の運営等に関すること 
被災者の給食に関すること 

協働人権課 市民総合会館の被害調査及び応急対策に関すること 
市民からの相談・要望の受付、本部への報告に関すること 
外国人に対する情報提供及び相談に関すること 
地区自治会への協力要請に関すること 

商工労働課 
 

商工業の被害調査、復旧に関すること 
被災商工業者の復旧資金の融資あっせん事務に関すること 
不正計量防止に関すること 
商工会との連絡調整に関すること 

観光課 来訪者に関すること 
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 部長 副部長 主担当課 主な事務分掌 

環境衛生課 防疫資材及び防疫薬品の整備に関すること 
防疫対策の実施に関すること 
し尿及びごみ処理に係る応急対策に関すること 
塵芥収集計画及び廃棄物の処理に関すること 
災害廃棄物等、廃材等の処理（他の部の所管は除く）に関す
ること 
清掃施設、清掃業者の被害状況及び応急対策状況の取りまと
めに関すること 

健
康
福
祉
対
策
部 

健
康
福
祉
部
長
（
・
理
事
） 

健
康
福
祉
部
危
機
管
理
情
報
担
当 

福祉総務課 義援金の受領及び分配、災害弔慰金に関すること 

見舞金の交付に関すること 

避難行動要支援者対策に関すること 

社会福祉協議会との連絡調整に関すること 

法人指導課 社会福祉施設の被害調査、報告に関すること 

生活支援課 生活保護世帯、生活困窮者、行路の被災状況調査に関するこ

と 

高齢介護課 避難行動要支援者対策に関すること 

被災者に対する介護保険の減免等に関すること 

老人福祉センターの被害調査及び応急対策に関すること 

健康課 医師会、歯科医師会、薬剤師会、保健所、医療機関等との連

絡調整に関すること 

救護所の設置・運営に関すること 

医療救護活動に関すること 

応援・派遣保健師の調整及び要請に関すること 

被災者への心のケアに関すること 

感染症の予防等、公衆衛生に関すること 

災害医療センター及び地域医療救護班との連絡調整に関す

ること 

保健衛生関係被害及び医療機関の被害状況の調査、報告に関

すること 

保健センターの被害調査及び応急対策に関すること 

保険年金課 被災者に対する国民健康保険及び後期高齢者医療の減免等

に関すること 

こ
ど
も
未
来
対
策
部 

こ
ど
も
未
来
部
長
（
・
理
事
） 

こ
ど
も
未
来
部
危
機
管
理
情
報
担
当 

子育て支援課 子育て関係団体との連絡調整に関すること 

こども施設課 

 

市立保育所の被害調査及び応急対策に関すること 

市立幼稚園の被害調査及び応急対策に関すること 

保育幼稚園課 

 

被災した園児・保育児童の状況調査及び応急対策に関すること 

民間保育所等保育施設の被害調査、報告に関すること 

応急保育の実施に関すること 

民間幼稚園の被害調査、報告に関すること 

各保育所 

・幼稚園 

園児・保育児童の安全対策に関すること 

園児・保育児童の避難誘導及び収容に関すること 
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 部長 副部長 主担当課 主な事務分掌 

都
市
整
備
対
策
部 

都
市
整
備
部
長
（
・
理
事
） 

都
市
整
備
部
危
機
管
理
情
報
担
当 

都市計画課 

 

建物の応急危険度判定に関すること 

応急危険度判定の実施に関すること 

空家対策に関すること 

まち建設課 道路・所管工事現場の災害防止に関すること 

まち保全課 道路・橋梁等の被害調査及び応急対策に関すること 

土砂、災害廃棄物等、廃材等道路障害物の除去及び道路啓開

に関すること 

応急資機材の調達に関すること 

河川、水路の被害調査、報告に関すること 

用排水路等の障害物除去及び応急対策に関すること 

法定外公共物の管理・運営に関すること 

交通対策関係機関等との連絡調整に関すること 

農とみどり保全課 ため池管理者との連絡調整に関すること 

ため池の被害調査及び応急対策に関すること 

樋門の管理に関すること 

農作物、農地の被害調査に関すること 

災害用農林金融あっせんに関すること 

下水道総務課 

 

雨水ポンプ場の管理・運営に関すること 

公共下水道施設の被害調査､報告に関すること 

公共下水道の応急対策に関すること 

下水道工務課 浸水箇所等の確認巡視及び応急対策に関すること 

所管工事現場の災害防止に関すること 

公共下水道の復旧工事に係る委託業者及び機械の動員、配置

並びに応急対策活動の指示に関すること 

市
民
病
院
対
策
部 

病
院
長 

事
務
局
長 

市
民
病
院
危
機
管
理
情
報
担
当 

 災害医療センターの運営に関すること 

救急患者の収容及び診療に関すること 

医薬品及び医療材料の調達・供給に関すること 

医療班の編成及び派遣に関すること 

入院患者の安否確認及び避難誘導等に関すること 

その他病院に関すること 

市民病院の被害調査及び応急措置に関すること 

教
育
対
策
部 

教
育
部
長
（
・
理
事
） 

教
育
部
危
機
管
理
情
報
担
当 

教育総務課 教育施設の被害調査及び応急対策に関すること 

被災した児童・生徒に関する学用品の調達及び支給に関する

こと 

民間教育施設の被害調査、報告に関すること 

学校教育課 被災した児童・生徒の状況調査及び応急措置に関すること 

応急教育に関すること 

文化財保護課 文化財の保護に関すること 

生涯学習課 生涯学習センターの被害調査及び応急対策に関すること 

避難所の開設及び収容に関すること 

放課後児童会に関すること 
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 部長 副部長 主担当課 主な事務分掌 

スポーツ振興課 体育施設の被害調査及び応急対策に関すること 

避難所の開設及び収容に関すること 

図書館 図書館の被害調査及び応急対策に関すること 

各
小
中
学
校
長 

各
小
中
学
校
教
頭 

 避難所の開設及び収容に関すること 

学校内の避難場所の選定に関すること 

避難所開設から市職員が派遣されるまでの避難所管理に関

すること 

児童・生徒の安全対策に関すること 

児童・生徒の避難誘導及び収容に関すること 

教員の動員、補充に関すること 

休校、授業短縮の措置及び開校準備に関すること 
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資料３－８ 藤井寺市災害対策本部配備指令の伝達 

 

① 勤務時間内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 勤務時間外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部長 

副本部長 

本 部 員 
（庁内放送、電話等）→ 

配備職員 

「気象予警報」 
「市民の通報」 

本部長 

副本部長 

本 部 員 
（職員参集メール）→ 

配備職員 

指示報告 

（個別電話・メール配信）→ 

当 直 者 
（警 備 室） 

情報 
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資料３－９ 自衛隊の災害派遣・撤収要請等手順（集結場所含む） 

 

藤井寺市担当部隊（陸上自衛隊第３師団第 37 普通科連隊） 

〒594-8502 和泉市伯太町官有地  TEL 0725-41-0090 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜派遣部隊の集結場所＞ 

青少年運動広場Ａ 大井 1-433-3 

青少年運動広場Ｂ 大井 1-433-2 

 

 

 

市 長 

大阪府知事 

（危機管理室 災害対策課 災害対策Ｇ） 

電話代表 06-6941-0351 

（内線4880・4886・6478） 

  直通 06-6944-6478 

大阪府防災行政無線 (8)-220-8921 

第３師団長（第３部防衛班） 

電話 072-781-0021 

（内線3734夜間3301・3309） 

大阪府防災行政無線 

（防災専用電話）(8)-823-8900 

※知事に要求 

できない場合 

③必要に応じ協議調整 

②派遣要請 

①派遣要請要求 

第37普通科連隊（第３科） 

電話 0725-41-0090（内線429 夜

間302） 

大阪府防災行政無線（防災専用電

話）(8)-825-8900 

情報の提供 
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資料３－１０ 法律、協定に基づく応援協力の要請系統（応援部隊の集結場所含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全般的な相互応援協力要請  応援の要求 

 
職員の派遣・派遣要請・ 
あっせん要求  応急措置等の応援指示・要求 

 

内容 根拠法令等 

① 

職員の派遣要請 
災害対策基本法 

第 29 条第 1項 

② 第 29 条第 2項 

③ 地方自治法 第 252 条の 17 

④ 職員の派遣あっせん要請 災害対策基本法 第 30 条第 1項、第 2項 

⑤ 職員の派遣 地方自治法 第 252 条の 17 

⑥ 
応援の要求 

災害対策基本法 

第 67 条 

⑦ 第 68 条 

⑧ 他の市町村の応援指示 第 72 条第 1項 

⑨ 他の市町村の応援要求 第 72 条第 2項 

⑩ 全般的な相互応援協力要請 相互応援協定  

 

 

＜応援部隊の集結場所＞ 

 

スポーツセンター 林 1－18－4 

 

 

 
藤 井 寺 市 

大 阪 府 

④ ⑤ 他 の 市 町 村 

指定地方行政機関 
特 定 公 共 機 関 

指 定 行 政 機 関 
指定地方行政機関 
指 定 公 共 機 関 

⑦ 

⑧ ⑨ ① 

② 

③ ⑤ ⑥ ⑩ 
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資料３－１１ 相互応援協定の状況 

 

（１）相互応援協定の状況 

協 定 名 締結年月日 協 定 機 関 内 容 

災害相互応援協定 H17.2.1 
中河内地域並びに南河内地域の９市

２町１村 
全ての災害 

災害時相互応援協定 H23.9.1 堺市と南河内地域（６市２町１村） 全ての災害 

大阪府中ブロック消防

相互応援協定 
H17.2.1 

富田林市、河内長野市、松原市、柏原

市､ 羽曳野市 藤井寺市、大阪狭山市、

太子町、河南町、千早赤阪村、柏原羽

曳野藤井寺消防組合 

全ての災害 

西名阪自動車道消防相

互応援協定 

H26.4.1 

（再締結） 

奈良県広域消防組合、柏原羽曳野藤井

寺消防組合、松原市 
全ての災害 

柏原羽曳野藤井寺消防

組合、堺市消防相互応

援協定 

H20.10.1 柏原羽曳野藤井寺消防組合、堺市 全ての災害 

南阪奈道路消防相互応

援協定 

H26.4.1 

（再締結） 

堺市・柏原羽曳野藤井寺消防組合、富

田林市、奈良県広域消防組合 
全ての災害 

航空消防応援協定書 
H22.4.1 

（再締結） 
大阪市・柏原羽曳野藤井寺消防組合 

全ての災害、消防訓

練、火災予防・広報・

調査・その他業務 

大阪国際空港周辺都市

航空機災害消防相互応

援協定 

H26.1.31 

（再締結） 

大阪市、堺市、豊中市、東大阪市、池

田市、吹田市、八尾市、松原市、柏原

羽曳野藤井寺消防組合、柏原市、尼崎

市、西宮市、伊丹市、宝塚市、川西市 

航空機災害 

八尾市、柏原市及び柏

原羽曳野藤井寺消防組

合消防相互応援協定 

H26.6.1 

（再締結） 

八尾市、柏原市、柏原羽曳野藤井寺消

防組合 
全ての災害 

大阪府下広域消防相互

応援協定 

H26.4.1 

（再締結） 
市町村及び消防組合 大規模な災害 

阪奈（金剛・葛城・生駒

山系）林野火災消防相

互応援協定 

H26.4.1 

(再締結） 

八尾市、河内長野市、柏原市、羽曳野

市、東大阪市、富田林市、太子町、河

南町、千早赤阪村、柏原羽曳野藤井寺

消防組合、五條市、御所市、香芝市、

葛城市、平群町、三郷町、王寺町、奈

良県広域消防組合 

林野火災 

阪奈隣接市町林野火災

消防相互応援協定 

H26.4.1 

(再締結） 

柏原市、羽曳野市、富田林市、太子町、

柏原羽曳野藤井寺消防組合、香芝市、

葛城市、奈良県広域消防組合 

林野火災 
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（２）その他の協定の状況 

協 定 名 締結年月日 協 定 機 関 内 容 

災害相互物資援助協定 H14.5.24 
大阪府藤井寺市、滋賀県近江八幡市、

和歌山県御坊市 
物資援助 

大阪府防災行政無線設

備の整備及び管理運営

に関する協定書 

H10.4.1 大阪府、柏原羽曳野藤井寺消防組合 無線設備の管理 

中河内消防救急業務指

導に関する協定 
H10.5.1 

大阪府立中河内救命救急センター、東

大阪市、八尾市、柏原羽曳野藤井寺消

防組合、中河内救命救急センター救急

業務連絡協議会 

救急業務指導 

阪神高速道路１４号松

原線の応援出場に係る

覚書 

H11.7.1 柏原羽曳野藤井寺消防組合、松原市 消防業務 

市域境界線上に位置す

る消防対象物の取扱い

に関する協定 

H20.10.1 柏原羽曳野藤井寺消防組合、堺市 

立入検査、消防設備

設置指導、防火管

理、火災原因調査等 

特異疾患を有する園

児、児童及び生徒の情

報提供並びに管理に関

する協定書（柏原市） 

H23.6.23 柏原市、柏原羽曳野藤井寺消防組合 救急業務 

特異疾患を有する園

児、児童及び生徒の情

報提供並びに管理に関

する協定書（藤井寺市） 

H23.6.29 藤井寺市、柏原羽曳野藤井寺消防組合 救急業務 

特異疾患を有する園

児、児童及び生徒の情

報提供並びに管理に関

する協定書（羽曳野市） 

H23.7.1 羽曳野市、柏原羽曳野藤井寺消防組合 救急業務 

災害時等の応援に関す

る申し合わせ 
H24.6.21 近畿地方整備局、藤井寺市 

職員等の派遣、機材

等の貸付他 

保安３法事務連携機構

おおさかの設立に関す

る協定 

H26.4.1 

（再締結） 
大阪府下全消防本部 保安 3法事務 

境界線上に位置する消

防対象物の取扱いに関

する協定 

H26.6.1 

（一部改正） 
松原市、柏原羽曳野藤井寺消防組合 

立入検査、消防設備

設置指導、防火管

理、火災原因調査等 

境界線上に位置する消

防対象物の取扱いに関

する協定 

H26.6.1 

（一部改正） 
八尾市、柏原羽曳野藤井寺消防組合 

立入検査、消防設備

設置指導、防火管

理、火災原因調査等 
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協 定 名 締結年月日 協 定 機 関 内 容 

災害時の避難ビルとし

ての使用に関する協定

書 

H27.1.14 大阪府、藤井寺市 

大阪府営住宅の避

難ビルとしての施

設利用 

大和川下流流域下水道

大井水みらいセンター

施設への一時避難に関

する協定書 

H27.1.16 
大阪府南部流域下水道事務所、藤井寺

市 

広域避難場所及び

緊急避難場所とし

ての施設利用 

災害発生時の施設使用

に関する協定書 
R3.1.18 藤井寺市、大阪府羽曳野警察署 

警察署庁舎が倒壊

等で使用できなく

なった場合の市庁

舎の使用 
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資料３－１２ 緊急消防援助隊の応援等要請・出動スキーム 

（大阪府への応援要請等の連絡窓口含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜大阪府への応援要請等の連絡窓口＞ 

大阪府 時間帯 連絡・要請窓口 電話番号 ＦＡⅩ番号 

危機管理室 

昼間 
危機管理室 

消防保安課 

ＮＴＴ 
06－6944－6458 
06－6944－3947 

ＮＴＴ 
06－6944－6654 

無線 
200－4868 
200－4874 
200－4876 

無線 
220－8820 
220－8821 

夜間 
危機管理室 

当直室 

ＮＴＴ 
06－6944－6021 

無線 
200－4887 
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資料３－１３ 民間との協力 

 

＜労働力の確保＞ 

① 従事命令、協力命令の種類と執行者 

災害応急対策作業 命令区分 根拠法令 執行者 

災害応急措置 

（災害応急措置全般） 
従事命令 

災害対策基本法第 65 条第１項 市 長 

   〃    第 65 条第２項 警 察 官 

     〃    第 65 条第３項 自 衛 官 

災害救助作業 

（救助法に基づく救助） 

従事命令 災害救助法  第７条 
知 事 

協力命令     〃        第８条 

災害応急措置 

（災害対策基本法第 50 条第１

項第４号～第９号の事項の応

急措置実施に特に必要な施設・

土地・家屋・物資の管理、使用、

収容等） 

（災害救助を除く応急措置） 

従事命令 

 

災害対策基本法第 71 条第１項 

 
知 事 

 

委任を受けた  

市 長 
協力命令 

 

保管命令 

   〃    第 71 条第２項 

災害応急措置 

（災害応急措置全般） 
従事命令 警察官職務執行法第４条 警 察 官 

消 防 作 業 従事命令 消防法第 29 条第５項 
消防吏員 

消防団員 

水 防 作 業 従事命令 水防法第 24 条 

水防管理者 

水防団長 

消防機関の長 

 

② 従事命令の対象者 

命令区分（作業対象） 対 象 者 

災害対策基本法による市長、警察官、自衛官の

従事命令 

（災害応急措置全般） 

当該市の区域内の市民又は、当該応急措置を実施

すべき現場にある者 

警察官職務執行法による警察官の従事命令 

（災害応急措置全般） 

その場に居合わせた者、その事物の管理者その他

関係者 

従事命令（消防作業） 

従事命令（水防作業） 

火災の現場附近にある者 

当該水防管理団体の区域内に居住する者、又は水

防の現場にある者 
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資料３－１４ 民間との協定の状況 

 

協定名 締結年月日 協定機関 内容 

災害時における応急対策等

への協力に関する協定書 
H20.9.19 藤井寺市、藤井寺建設業協同組合 

道路、河川等の公

共施設の応急対

策及び応急復旧 

災害時における物品の供給

協力に関する協定書 
H24.4.1 

藤井寺市、大阪いずみ市民生活協同

組合 
物品調達・輸送 

災害時における災害救助犬

及びセラピードッグの出動

に関する協定書 

H24.7.27 
藤井寺市、認定特定非営利活動法人 

日本レスキュー協会 

被災者の捜索活

動・被災市民のこ

ころのケア 

災害時における支援協力に

関する協定書 

H26.4.1 

（再締結） 

藤井寺市、イオンリテール株式会社 

近畿・北陸カンパニー 
物品調達・搬送 

災害時等の緊急放送におけ

る協定 
H26.7.1 

藤井寺市、株式会社ジェイコムウエ

スト、株式会社ジュピターテレコム 
緊急放送 

災害時における廃棄物の収

集運搬の救援に関する協定

書 

H26.12.4 
藤井寺市、藤井寺環境衛生事業協同

組合 

災害廃棄物（し尿

等を含む。）の収

集及び運搬の救

援 

緊急避難場所の利用に関す

る協定書 
H27.1.9 藤井寺市、道明寺 

緊急避難場所と

しての施設利用 

緊急避難場所の利用に関す

る協定書 
H27.1.31 藤井寺市、道明寺天満宮 

緊急避難場所と

しての施設利用 

帰宅困難者一時滞在施設 

の利用に関する協定書 
H27.2.19 藤井寺市、学校法人四天王寺学園 

帰宅困難者一時

滞在施設として

の施設利用 

災害時における情報提供に

関する協定書 
H31.1.24 藤井寺市、大阪ガス株式会社 

ガス復旧状況等

の情報提供 

災害時の医療救護活動に関

する協定書 
H31.2.1 

藤井寺市、一般社団法人藤井寺市歯

科医師会 

歯科医療救護班

の派遣 

災害時の医療救護活動に関

する協定書 
H31.3.1 藤井寺市、藤井寺市薬剤師会 薬剤師の派遣 

災害時の医療救護活動に関

する協定書 
H31.4.26 

藤井寺市、一般社団法人藤井寺市医

師会 

医療救護班の派

遣 

帰宅困難者一時滞在施設 

の利用に関する協定書 
R1.7.10 藤井寺市、大阪緑涼高等学校 

帰宅困難者一時

滞在施設として

の施設利用 

災害時における支援協力に

関する協定書 
R1.9.14 藤井寺市、株式会社ダイエー 物品調達・搬送 
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協定名 締結年月日 協定機関 内容 

災害廃棄物等の処理に関す

る基本協定書 
R1.9.26 藤井寺市、大栄環境株式会社 

災害廃棄物の撤

去・積込・収集・

運搬・処分・災害

廃棄物処理計画

等の策定及び策

定支援 

災害時における復旧支援協

力に関する協定 
R2.2.12 

藤井寺市、公益社団法人日本下水道

管路管理業協会 

下水道管路施設

の早期復旧支援 

災害時等における宿泊施設

の利用に関する協定 
R2.9.1 藤井寺市、旅館千成家 

要配慮者のため

の避難所として

の施設利用 

災害時等における宿泊施設

の利用に関する協定 
R2.10.1 藤井寺市、春日屋旅館 

要配慮者のため

の避難所として

の施設利用 
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資料３－１５ 気象警報・注意報（気象情報等を含む） 

 

＜特別警報の種類と警告内容＞ 

警報の発表基準をはるかに超える豪雨等が予想され、重大な災害の危険性が著しく高まってい

る場合、特別警報を発表し、最大限の警戒を呼び掛けます。気象庁では以下の６種類の特別警報

を発表しています。 

 

大雨特別警報 

大雨特別警報は、台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予

想される場合に発表します。 

災害がすでに発生している状況であり、命を守るための最善の行動をとる必要

があることを示す警戒レベル５に相当します。 

大雪特別警報 
大雪特別警報は、数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合に発表し

ます。 

暴風特別警報 
暴風特別警報は、数十年に一度の強さの台風や同程度の温帯低気圧により暴風

が吹くと予想される場合に発表します。 

暴風雪特別警報 
暴風雪特別警報は、数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪

を伴う暴風が吹くと予想される場合に発表します。 

波浪特別警報 
波浪特別警報は、数十年に一度の強さの台風や同程度の温帯低気圧により高波

になると予想される場合に発表します。 

高潮特別警報 

高潮特別警報は、数十年に一度の強さの台風や同程度の温帯低気圧により高潮

になると予想される場合に発表します。避難が必要とされる警戒レベル４に相

当します。 

（注）発表にあたっては、降水量、積雪量、台風の中心気圧、最大風速などについて過去の災害事例に

照らして算出した客観的な指標を設け、これらの実況及び予想に基づいて判断をします。 
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＜津波・火山・地震（地震動）に関する特別警報の発表基準＞ 

津波、火山噴火、地震については、従来からの警報のうち、危険度が非常に高いレベルのもの

を特別警報に位置づけています。 

具体的には、津波については「大津波警報」、火山噴火については「噴火警報（居住地域）」＊、

地震については「緊急地震速報」（震度６弱以上を予想したもの）を特別警報に位置づけています

（下表を参照）。 

これらの特別警報は、名称に「特別警報」は用いず、従来どおりの名称で発表します。例えば、

大津波警報が発表された時は、それが津波に関する特別警報が発表されたという意味です。 

これらの特別警報を見聞きした場合は、これまでと同様に、津波であれば直ちに避難する、火

山噴火であれば噴火警戒レベルに応じ避難や避難準備を行う、地震であれば揺れから身を守るな

ど、命を守る行動をとってください。 

 

現象の種類 発 表 基 準 

津 波 
高いところで３ｍを超える津波が予想される場合 

（大津波警報を特別警報に位置付ける） 

火山噴火 
居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が予想される場合 

（噴火警報（居住地域）＊を特別警報に位置づける） 

地 震 

（地震動） 

震度６弱以上の大きさの地震動が予想される場合 

（緊急地震速報（震度６弱以上）を特別警報に位置付ける） 

（＊）噴火警戒レベルを運用している火山では「噴火警報（居住地域）」（噴火警戒レベル４又は５）を、

噴火警戒レベルを運用していない火山では「噴火警報（居住地域）」（居住地域厳重警戒）を特別

警報に位置づけています。 

 

 

＜緊急地震速報と地震動の特別警報、警報及び予報との関係＞ 

地震動の特別警報、警報及び予報については以下の区分で運用します。 

なお、その名称については、「緊急地震速報」の名称で一般に認知されつつあることを踏まえ、

以下のとおり引き続きこの名称を用いて発表します。 

 

地震動の特別警報、警報及び予報の区分及び名称について 

区分 情報発表の名称 内容 

地震動特別警報 

「緊急地震速報（警報）」 

又は「緊急地震速報」 

最大震度５弱以上の揺れが予想されたときに

(※）、強い揺れが予想される地域に対し地震動に

より重大な災害が起こるおそれのある旨を警告

して発表するもの。 

このうち、震度６弱以上の揺れが予想される場合

を特別警報に位置付ける。 

地震動警報 

地震動予報 「緊急地震速報（予報）」 
最大震度３以上又はマグニチュード３.５以上等

と予想されたときに発表するもの。 

（※）２箇所以上の地震観測点のデータに基づく予想 
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＜警報の種類と警告内容＞ 

警報とは、重大な災害が起こるおそれのあるときに警戒を呼びかけて行う予報です。気象庁で

は以下の７種類の警報を発表しています。 

大雨警報 

大雨警報は、大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想したときに

発表します。特に警戒すべき事項を標題に明示して「大雨警報（土砂災害）」、「大

雨警報（浸水害）」又は「大雨警報（土砂災害、浸水害）」のように発表します。

雨がやんでも、重大な土砂災害などのおそれが残っている場合は、発表を継続し

ます。 

洪水警報 

洪水警報は、河川の上流域での大雨や融雪によって下流で生じる増水や氾濫に

より重大な洪水災害が発生するおそれがあると予想したときに発表します。対

象となる重大な洪水災害として、河川の増水・氾濫及び堤防の損傷・決壊、並び

にこれらによる重大な浸水害があげられます。 

大雪警報 
大雪警報は、降雪や積雪による住家等の被害や交通障害など、大雪により重大な

災害が発生するおそれがあると予想したときに発表します。 

暴風警報 
暴風警報は、暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想したときに

発表します。 

暴風雪警報 

暴風雪警報は、雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想

したときに発表します。暴風による重大な災害に加えて暴風で雪が舞って視界

が遮られることによる重大な災害のおそれについても警戒を呼びかけます。た

だし「大雪＋暴風」の意味ではなく、大雪により重大な災害が発生するおそれが

あると予想したときには、「大雪警報」を発表します。 

波浪警報 
波浪警報は、高波による遭難や沿岸施設の被害など、重大な災害が発生するおそ

れがあると予想したときに発表します。 

高潮警報 
高潮警報は、台風や低気圧等による異常な潮位上昇により重大な災害が発生す

るおそれがあると予想したときに発表します。 

 

＜注意報の種類と注意喚起内容＞ 

注意報とは、災害が起こるおそれのあるときに注意を呼びかけて行う予報です。気象庁では以

下の１６種類の注意報を発表しています。 

大雨注意報 

大雨注意報は、大雨による土砂災害や浸水害が発生するおそれがあると予想した

ときに発表します。雨がやんでも、土砂災害などのおそれが残っている場合は、

発表を継続します。 

洪水注意報 

洪水注意報は、河川の上流域での大雨や融雪によって下流で生じる増水により洪

水災害が発生するおそれがあると予想したときに発表します。対象となる洪水災

害として、河川の増水及び堤防の損傷、並びにこれらによる浸水害があげられま

す。 

大雪注意報 
大雪注意報は、降雪や積雪による住家等の被害や交通障害など、大雪により災害

が発生するおそれがあると予想したときに発表します。 

強風注意報 
強風注意報は、強風により災害が発生するおそれがあると予想したときに発表し

ます。 
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風雪注意報 

風雪注意報は、雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想したとき

に発表します。強風による災害に加えて強風で雪が舞って視界が遮られることに

よる災害のおそれについても注意を呼びかけます。ただし「大雪＋強風」の意味

ではなく、大雪により災害が発生するおそれがあると予想したときには「大雪注

意報」を発表します。 

波浪注意報 

波浪注意報は、高波による遭難や沿岸施設の被害など、災害が発生するおそれが

あると予想したときに発表します。この「高波」は、地震による「津波」とは全

く別のものです。 

高潮注意報 
高潮注意報は、台風や低気圧等による異常な潮位上昇により災害が発生するおそ

れがあると予想したときに発表します。 

濃霧注意報 

濃霧注意報は、濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想したときに発表

します。対象となる災害として、濃い霧により見通しが悪くなることによる交通

障害等の災害があげられます。 

雷注意報 

雷注意報は、落雷のほか、急な強い雨、竜巻等の突風、降ひょうといった積乱雲

の発達に伴い発生する激しい気象現象による人や建物への被害が発生するおそ

れがあると予想したときに発表します。 

乾燥注意報 

乾燥注意報は、空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想したときに

発表します。具体的には、大気の乾燥により火災・延焼等が発生する危険が大き

い気象条件を予想した場合に発表します。 

なだれ注意報 

なだれ注意報はなだれによる災害が発生するおそれがあると予想したときに発

表します。山などの斜面に積もった雪が崩落することによる人や建物の被害が発

生するおそれがあると予想したときに発表します。 

着氷注意報 

着氷注意報は、著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想したときに

発表します。具体的には、水蒸気や水しぶきの付着・凍結による通信線・送電線

の断線、船体着氷による転覆・沈没等の被害が発生するおそれのあるときに発表

します。 

着雪注意報 

着雪注意報は、著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想したときに

発表します。具体的には、雪が付着することによる電線等の断線や送電鉄塔等の

倒壊等の被害が発生する（気温０℃付近で発生しやすい）おそれのあるときに発

表します。 

融雪注意報 

融雪注意報は、融雪により災害が発生するおそれがあると予想したときに発表し

ます。具体的には、積雪が融解することによる土砂災害や浸水害が発生するおそ

れがあるときに発表します。 

霜注意報 

霜注意報は、霜により災害が発生するおそれがあると予想したときに発表しま

す。具体的には、春・秋に気温が下がって霜が発生することによる農作物や果実

の被害が発生するおそれのあるときに発表します。 

低温注意報 

低温注意報は、低温により災害が発生するおそれがあると予想したときに発表し

ます。具体的には、低温による農作物の被害（冷夏の場合も含む）や水道管の凍

結や破裂による著しい被害の発生するおそれがあるときに発表します。 

注意報・警報は、その種類にかかわらず解除されるまで継続される。また、新たな注意報・警報が発

表されるときは、これまで継続中の注意報・警報は自動的に解除又は更新されて、新たな注意報・警

報に切り替えられる。 
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＜大阪府の警報・注意報発表基準一覧表＞ 

 

（大阪管区気象台管内）                      令和２年８月６日現在 

発表官署 大阪管区気象台 

府県予報区 大阪府 

一次細分区域 大阪府 

市町村等をまとめた地域 大阪市 北大阪 東部大阪 南河内 泉州 

警
報 

大雨 区域内の市町村で別表１の基準に到達することが予想される場合 

洪水 区域内の市町村で別表２の基準に到達することが予想される場合 

暴風（平均風速） 
陸上 20m/s， 

海上 25m/s 
20m/s 

陸上 20m/s＊1， 

海上 25m/s 

暴風雪（平均風速） 

陸上 20m/s， 

海上 25m/s 

雪を伴う 

20m/s 

雪を伴う 

陸上 20m/s＊1， 

海上 25m/s 

雪を伴う 

大雪 
12 時間降雪の

深さ 10cm 

平地 12 時間降雪の深さ 10cm， 

山地  12 時間降雪の深さ 20cm 

波浪（有義波高） 3.0m  3.0m 

高潮 区域内の市町村で別表５の基準に到達することが予想される場合 

注
意
報 

大雨 区域内の市町村で別表３の基準に到達することが予想される場合 

洪水 区域内の市町村で別表４の基準に到達することが予想される場合 

強風（平均風速） 
陸上 12m/s， 

海上 15m/s 
12m/s 

陸上 12m/s＊2， 

海上 15m/s 

風雪（平均風速） 

陸上 12m/s， 

 海上 15m/s 

雪を伴う 

12m/s 

雪を伴う 

陸上 12m/s＊2， 

海上 15m/s 

雪を伴う 

大雪 
12 時間降雪の

深さ 5cm 

平地 12 時間降雪の深さ 5cm， 

山地 12 時間降雪の深さ 10cm 

波浪（有義波高） 1.5m  1.5m 

高潮 区域内の市町村で別表 5の基準に到達することが予想される場合 

雷 落雷等により被害が予想される場合 

融雪  

濃霧（視程） 
陸上 100m， 

海上 500m 
100m 

陸上 100m， 

海上 500m 

乾燥 最小湿度 40％で実効湿度 60％ 

なだれ 
①積雪の深さ 20cm 以上あり降雪の深さ 30cm 以上 

②積雪の深さ 50cm 以上あり最高気温 10℃以上又はかなりの降雨＊3 

低温 最低気温-5℃以下 

霜 4 月 15 日以降の晩霜  最低気温 4℃以下 

着氷  

着雪 24 時間降雪の深さ：平地 20cm 以上  山地 40cm 以上気温：-2℃～2℃ 

記録的短時間大雨情報 

（１時間雨量） 
100mm 

＊1 関空島（アメダス）の観測値は 25m/s を目安とする。 

＊2 関空島（アメダス）の観測値は 15m/s を目安とする。 

＊3 気温は大阪管区気象台の値。 

注）表中の別表１～５については本資料に掲載していない。 
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府県版警報・注意報発表基準一覧表の解説 

 

（１）本表は、気象・高潮・波浪・洪水に関する警報・注意報の発表基準を一覧表に示したものである。特別警

報及び地震動・津波・火山に関する警報の発表基準は、別の資料を参照のこと。 

（２）警報とは、重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して行う予報であり、注意報とは、災害が起こるお

それのある旨を注意して行う予報である。警報・注意報は気象要素が本表の基準に達すると予想される当

該市町村等に対して発表する。 

（３）波浪の警報・注意報、暴風警報、暴風雪警報、強風注意報、風雪注意報、濃霧注意報、記録的短時間大雨

情報の（ ）内は基準として用いる気象要素を示す。なお、府県予報区、一次細分区域及び市町村等をまと

めた地域で取り扱いが異なる場合は、個々の欄に付記している。 

（４）大雨、洪水、大雪、高潮、波浪の警報・注意報、暴風警報、暴風雪警報、強風注意報、風雪注意報及び記

録的短時間大雨情報では、基準における「･･･以上」の「以上」を省略した。また、乾燥注意報、濃霧注意

報では、基準における「･･･以下」の「以下」を省略した。なお、上記以外の注意報では、基準の表記が多

岐にわたるため、省略は行っていない。 

（５）表中において、発表官署が警報・注意報の本文中で用いる「平地、山地」等の地域名で基準値を記述する

場合がある。 

（６）表中において、対象の市町村等をまとめた地域等で現象が発現しない警報・注意報についてはその欄を斜

線で、また現象による災害がきわめて稀であり、災害との関係が不明確であるため具体的な基準を定めて

いない警報・注意報についてはその欄を空白でそれぞれ示している。 

（７）地震や火山の噴火等、不測の事態により気象災害にかかわる諸条件が変化し、通常の基準を適用すること

が適切でない状態となることがある。このような場合は、非常措置として基準のみにとらわれない警報・

注意報の運用を行うことがある。また、このような状態がある程度長期間継続すると考えられる場合には、

特定の警報・注意報について、対象地域を必要最小限の範囲に限定して「暫定基準」を設定し、通常より

低い基準で運用することがある。 
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＜藤井寺市の警報・注意報発表基準一覧表＞ 

令和元年１１月１４日現在 

発表官署 大阪管区気象台 

藤井寺市 

府県予報区 大阪府 

一次細分区域 大阪府 

市町村等をまとめた地域 南河内 

警報 

大雨 
（浸水害） 表面雨量指数基準 21 

（土砂災害） 土壌雨量指数基準 － 

 

洪水 

流域雨量指数基準  

複合基準＊1 － 

指定河川洪水予報

による基準 

大和川下流［柏原］， 

大和川水系石川［金剛大橋・玉手橋］ 

暴風 平均風速 20m/s 

暴風雪 平均風速 20m/s 雪を伴う 

大雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ10cm 

波浪 有義波高  

高潮 潮位  

注意報 

大雨 
表面雨量指数基準 10 

土壌雨量指数基準 114 

 

洪水 

流域雨量指数基準  

複合基準＊1 － 

指定河川洪水予報

による基準 

大和川下流［柏原］， 

大和川水系石川［金剛大橋・玉手橋］ 

強風 平均風速 12m/s 

風雪 平均風速 12m/s 雪を伴う 

大雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ5cm 

波浪 有義波高  

高潮 潮位  

雷 落雷等により被害が予想される場合 

融雪  

濃霧 視程 100m 

乾燥 最小湿度40％で実効湿度60％ 

なだれ 
①積雪の深さ20cm以上あり降雪の深さ30cm以上 

②積雪の深さ50cm以上あり最高気温10℃以上又はかなりの降雨＊2 

低温 最低気温-5℃以下 

霜 4月15日以降の晩霜 最低気温4℃以下 

着氷  

着雪 
24時間降雪の深さ：平地20cm以上 山地40cm以上 

気温：-2℃～2℃ 

記録的短時間大雨情報 １時間雨量 100mm 

＊1（表面雨量指数，流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表しています。 
＊2 気温は大阪管区気象台の値。 



- 117 - 

市町村等版警報・注意報基準一覧表の解説 

 

（１）警報とは、重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して行う予報であり、注意報とは、災害が起こるお

それのある旨を注意して行う予報である。警報・注意報は、気象要素が本表の基準に達すると予想される

市町村等に対して発表する。  

（２）大雨、洪水、大雪、高潮、波浪の警報・注意報、暴風警報、暴風雪警報、強風注意報、風雪注意報及び記

録的短時間大雨情報では、基準における「…以上」の「以上」を省略した。また、乾燥注意報、濃霧注意

報では、基準における「…以下」の「以下」を省略した。なお、上記以外の注意報では、基準の表記が多

岐にわたるため、省略は行っていない。 

（３）表中において、発表官署が警報・注意報の本文中で用いる「平地、山地」等の地域名で基準値を記述する

場合がある。 

（４）表中において、対象の市町村等で現象が発現しない警報・注意報についてはその欄を斜線で、また現象に

よる災害がきわめて稀であり、災害との関係が不明確であるため具体的な基準を定めていない警報・注意

報（洪水を除く。）についてはその欄を空白で、大雨警報・注意報の土壌雨量指数基準及び洪水警報・注意

報の流域雨量指数基準、複合基準のうち基準を定めていないもの、又は、洪水警報・注意報の基準となる

洪水予報指定河川がない場合についてはその欄を“－”で、それぞれ示している。 

（５）大雨警報については、表面雨量指数基準に到達することが予想される場合は「大雨警報（浸水害）」、土壌

雨量指数基準に達すると予想される場合は「大雨警報（土砂災害）」、両基準に達すると予想される場合は

「大雨警報（土砂災害、浸水害）」として発表するため、大雨警報の欄中、（浸水害）は「大雨警報（浸水

害）」、（土砂災害）は「大雨警報（土砂災害）」の基準をそれぞれ示している。 

（６）大雨警報・注意報の表面雨量指数基準は、市町村等の域内において単一の値をとる。 

（７）大雨警報・注意報の土壌雨量指数基準は１㎞四方毎に設定しているが、本表には市町村等の域内における

基準値の最低値を示している。 

１㎞四方毎の基準値については、別添資料 

（http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/index_shisu.html）を参照のこと。 

（８）洪水の欄中、「○○川流域＝１０.５」は、「○○川流域の流域雨量指数１０.５以上」を意味する。 

（９）洪水警報・注意報の流域雨量指数基準は、各流域の全ての地点に設定しているが、本表には主要な河川に

おける代表地点の基準値を示している。欄が空白の場合は、当該市町村等において主要な河川は存在しな

いことを表している。主要な河川以外の河川も含めた流域全体の基準値は別添資料 

（http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/index_kouzui.html）を参照のこと。 

（１０）洪水警報・注意報の複合基準は、主要な河川における代表地点の（表面雨量指数，流域雨量指数）の組

み合わせによる基準値を示している。その他の地点の基準値は別添資料 

（http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/index_kouzui.html）を参照のこと。 

（１１）洪水の欄中、「指定河川洪水予報による基準」の「○○川［△△］」は、洪水警報においては「指定河川

である○○川に発表された洪水予報において、△△基準観測点で氾濫警戒情報、又は、氾濫危険情報の発

表基準を満たしている場合に洪水警報を発表する」ことを、洪水注意報においては、同じく「△△基準観

測点で氾濫注意情報の発表基準を満たしている場合に洪水注意報を発表する」ことを意味する。 

（１２）高潮警報・注意報の潮位は一般に高さを示す「標高」で表す。「標高」の基準面として東京湾平均海面

（TP）を用いるが、島嶼部など一部では国土地理院による高さの基準面あるいは MSL（平均潮位）等を用

いる。 

（１３）地震や火山の噴火等、不測の事態により気象災害にかかわる諸条件が変化し、通常の基準を適用するこ

とが適切でない状態となることがある。このような場合は、非常措置として基準のみにとらわれない警報・

注意報の運用を行うことがある。また、このような状態がある程度長期間継続すると考えられる場合には、

特定の警報・注意報について、対象地域を必要最小限の範囲に限定して「暫定基準」を設定し、通常より

低い基準で運用することがある。 
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警報や注意報は、気象要素(雨量、風速、波の高さなど)が基準に達すると予想した区域に対し

て発表します。ただし、地震で地盤がゆるんだり火山の噴火で火山灰が積もったりして災害発生

にかかわる条件が変化した場合、通常とは異なる基準（暫定基準）で発表することがあります。

また、災害の発生状況によっては、この基準にとらわれず運用することもあります。 

 

 

＜気象情報＞ 

竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバーストなどの激しい突風（以下「竜

巻等」）に対して注意を呼びかける情報で、雷注意報を補足する情報とし

て発表します。対象地域内で竜巻等の発生する可能性が高まっている領

域については、竜巻発生確度ナウキャストでご確認ください。 

竜巻注意情報は、竜巻発生確度ナウキャストで発生確度２が現れた地域

に発表しているほか、目撃情報が得られて竜巻等が発生するおそれが高

まったと判断した場合にも発表しており、有効期間は発表から約１時間

です。発表後すみやかに防災機関や報道機関へ伝達されます。 

記録的短時間大雨情報 

数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨を、観測（地上の雨

量計による観測）したり、解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わ

せた分析：解析雨量）したりしたときに発表します。その基準は、１時間

雨量歴代１位又は２位の記録を参考に、概ね府県予報区ごとに決めてい

ます。この情報は、大雨警報発表中に、現在の降雨がその地域にとって土

砂災害や浸水害、中小河川の洪水災害の発生につながるような、稀にし

か観測しない雨量であることをお知らせするために発表するもので大雨

を観測した観測点名や市町村等を明記しています。 
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◆気象用語 

＜一日の時間細分（府県天気予報の場合時間細分）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜継続＞ 

用 語 説 明 

きょう一杯 予報発表時から２４時まで 

あす一杯 あすの０時から２４時まで 

２～３日 
今日を含めて２～３日を指し、状況によって過去の期間をいう場合と未来の期

間をいう場合がある。 

数 日 ４～５日程度の期間 

しばらく 
２～３日以上で１週間以内の期間を指し、状況によって過去の期間をいう場合

と未来の期間をいう場合がある。 

 

気象庁ホームページより抜粋 
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資料３－１６ 大雨警報・洪水警報の危険度分布等 

 

＜警報の危険度分布等の概要＞ 

種 類 概 要 

大雨警報（浸水害）

の危険度分布 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１km

四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。１時間先までの表面雨

量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（浸水

害）等が発表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認する

ことができる。 

洪水警報の 

危険度分布 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその

他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川流路を

概ね１km ごとに５段階に色分けして示す情報。３時間先までの流域雨量

指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、洪水警報等が発表さ

れたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認することができる。 

・「非常に危険」（うす紫）：避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確

認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

流域雨量指数の 

予測値 

水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として、上流域での降雨に

よって、下流の対象地点の洪水危険度がどれだけ高まるかを示した情報。

６時間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を取り込んで、流

域に降った雨が河川に集まり流れ下る量を計算して指数化した「流域雨

量指数」について、洪水警報等の基準への到達状況に応じて危険度を色

分けし時系列で表示したものを、常時 10 分ごとに更新している。 
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資料３－１７ 地震情報 

 

地震情報の種類 発表基準 内容 

緊急地震速報 

・震度５弱以上の揺れが予
想された場合 

・最大震度３以上又はマグ
ニチュード 3.5 以上等と
予想された場合 

震度５弱以上の揺れが予想された場合、震度４以上
が予想される地域（緊急地震速報で用いる区域）に
対して緊急地震速報（警報）を発表。また、最大震
度３以上又はマグニチュード 3.5 以上等と予想され
た場合は、緊急地震速報（予報）を発表。 
なお、震度６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報
（警報）は、地震動特別警報に位置づけられる。 

震度速報 
・震度３以上 地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した地域

名（全国を 188 地域に区分）と地震の揺れの検知時
刻を速報。 

震源に関する
情報 

・震度３以上 
（大津波警報、津波警報又

は津波注意報を発表した
場合は発表しない） 

「津波の心配がない」又は「若干の海面変動がある
かもしれないが被害の心配はない」旨を付加して、
地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュー
ド）を発表。 

震源・震度に
関する情報 
（注１） 

以下のいずれかを満たした
場合 
・震度３以上 
・大津波警報、津波警報又は

津波注意報発表時 
・若干の海面変動が予想さ

れる場合 
・緊急地震速報（警報）を発

表した場合 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュー
ド）、震度３以上を観測した地域名と市町村名を発
表。 
震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手して
いない地点がある場合は、その市町村名を発表。 

各地の震度に
関する情報 
（注１） 

・震度１以上 震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所
（震源）やその規模（マグニチュード）を発表。 
震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手して
いない地点がある場合は、その地点名を発表。 
地震が多数発生した場合には、震度３以上の地震に
ついてのみ発表し、震度２以下の地震については、
その発生回数を「その他の情報（地震回数に関する
情報）」で発表。 

推計震度分布図 
・震度５弱以上 観測した各地の震度データをもとに、１km 四方ごと

に推計した震度（震度４以上）を図情報として発表。 

長周期地震動
に関する観測

情報 

・震度３以上 高層ビル内での被害の発生可能性等について、地震
の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、
地域ごと及び地点ごとの長周期地震動階級等を発表
（地震発生から約 20～30 分後に気象庁ホームペー
ジ上に掲載）。 

遠地地震に 
関する情報 

国外で発生した地震につい
て以下のいずれかを満たし
た場合等 
・マグニチュード 7.0 以上 
・都市部等、著しい被害が発

生する可能性がある地域
で規模の大きな地震を観
測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震源）やその規模（マ
グニチュード）を概ね 30 分以内に発表。 
日本や国外への津波の影響に関しても記述して発
表。 

その他の情報 
・顕著な地震の震源要素を

更新した場合や地震が多
発した場合等 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多発
した場合の震度１以上を観測した地震回数情報等を
発表 

注１ 気象庁防災情報ＸＭＬフォーマット電文では、「震源・震度に関する情報」と「各地の震度に関する情報」

はまとめた形の一つの情報で発表している。 
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資料３－１８ 気象予警報等の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注１）ＮＴＴ西日本又はＮＴＴ東日本からは特別警報、警報のみが伝達される。 

注２）放送事業者とは、朝日放送グループホールディングス、㈱毎日放送、読売テレビ放送㈱、関西

テレビ放送㈱、㈱エフエム大阪、㈱日経ラジオ社大阪支社、㈱ジェイコムウエスト、㈱テレビ

岸和田、箕面ＦＭまちそだて㈱、テレビ大阪㈱、㈱ＦＭ８０２（FMCO.CO.LO）の１１社である。 

注３）別途ＦＡＸによる水防連絡 

注４）緊急速報メールは、気象等（大雨、暴風、波浪、高潮、大雪又は暴風雪）に関する特別警報が

対象市町村に初めて発表されたときに、気象台から携帯電話事業者を通じて関係するエリア

に配信される。 

 

＜大阪府危機管理室から本市への伝達系統＞ 

（１）勤務時間内 

 

 

 

 

 

 

（２）勤務時間外 

 

 

 

 

 

 

（無線）→ 

（無線）

→ 

（有線・無線）

→ 

大阪管区気象台 

大阪府危機管理室 藤井寺市危機管理室 
柏原羽曳野藤井寺 

消防組合 

（有線）
（有線 
・無線） （無線） 

（無線）→ 

→ → → 

大阪管区気象台 

大阪府危機管理室 
藤井寺市 

（警備室）  
柏原羽曳野藤井寺 

消防組合 
藤井寺市 
危機管理室 

大阪府危機管理室 

大和川右岸水防事務組合 

柏原羽曳野藤井寺消防組合 

大阪府水防本部 
（大阪府事業管理室） 

ＮＴＴ西日本又は 
 ＮＴＴ東日本 注１ 

藤井寺市危機管理室 

富田林土木事務所 

八尾土木事務所 

大

阪

管

区

気

象

台 

市 

民 

・ 

そ 

の 

他 

→ 

→ 

→ 

大阪府警察本部 交番・駐在所 羽曳野警察署 
→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ → 

→ → 

注３ 

→ 

→ 

→ → 

→ → 
ＮＨＫ大阪放送局 

放送事業者 注２ 
→ テレビ・ラジオ → 

→ → 
近畿日本鉄道株式会社 

消防庁 
→ → 



- 123 - 

＜特別警報の伝達系統図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) １  二重線枠で囲まれている機関は気象業務法施行令第８条第１号の規定に基づく

法定伝達先である。 

２  二重線の経路は、特別警報が発表された際に、通知若しくは周知の措置が義務

付けられている。 

 

 

 

ＮＴＴ西日本 

近畿地方整備局 

大阪府危機管理室 

消  防  庁 

大阪海上保安監部 

報 道 機 関 

関係船舶 

市 民 

関 
係 
市 

町 

村 

近畿管区警察局 大阪管区気象台 

日本放送協会大阪放送局 
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資料３－１９ 大阪管区気象台及び近畿地方整備局大和川河川事務所が共同で発表する洪水

予報（連絡系統含む） 

 

種 類 発 表 の 基 準 

氾濫注意情報 

（洪水注意報） 

基準地点（柏原）の水位が氾濫注意水位（警戒水位）に達し、さらに水位の

上昇が見込まれるとき。 

避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認するなど、自らの

避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

氾濫警戒情報 

（洪水警報） 

基準地点（柏原）の水位が一定時間後に氾濫危険水位に到達することが見込

まれるとき、あるいは避難判断水位に達し、さらに水位の上昇が見込まれる

とき。 

高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

氾濫危険情報 

（洪水警報） 

基準地点（柏原）の水位が氾濫危険水位に達したとき。 

避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

氾濫発生情報 

（洪水警報） 

洪水予報区間内で氾濫が発生したとき。 

災害がすでに発生している状況であり、命を守るための最善の行動をとる必

要があることを示す警戒レベル５に相当。 

 

 

＜大和川洪水予報通信連絡系統図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府警察本部 関係各警察署 

大 阪 市 建 設 局 
企画部工務課 大和川右岸水防事務組合 大阪管区気象台 

共
同
発
表 

大阪府危機管理室 

八尾土木事務所 

大和川河川事務所 関係市町村 
富田林土木事務所 

近畿地方整備局 
水災害予報センター 大阪府水防本部 

関
係
市
町
村
水
防
管
理
者 

及
び
量
水
標
・
水
門
等
管
理
者 

鳳土木事務所 

西大阪治水事務所 

寝屋川水系改修工営所 

専用回線 

  専用回線以外 

大阪府下水道室 
南部流域下水道事務所 

東部流域下水道事務所 
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資料３－２０ 大阪管区気象台及び大阪府が共同で発表する洪水予報（連絡系統含む） 

 

＜発表の基準＞ 

種 類 発 表 の 基 準 

氾濫注意情報 

（洪水注意報） 

いずれかの基準地点の水位が氾濫注意水位（警戒水位）に達し、さらに水位

の上昇が見込まれるとき。 
避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認するなど、自らの

避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

氾濫警戒情報 

（洪水警報） 

いずれかの基準地点の水位が一定時間後に氾濫危険水位に到達することが見

込まれるとき、あるいは避難判断水位に達し、さらに水位の上昇が見込まれ

るとき。 
高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

氾濫危険情報 

（洪水警報） 

いずれかの基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき。 
避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

氾濫発生情報 

（洪水警報） 

洪水予報区間内で氾濫が発生したとき。 
災害がすでに発生している状況であり、命を守るための最善の行動をとる必

要があることを示す警戒レベル５に相当。 
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＜石川洪水予報通信連絡系統図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共

同

発

表 

大阪管区気象台 

 陸上自衛隊第３師団司令部 

関

係

市

町 

国土交通省 
大和川河川事務所 

河川情報センター 

陸上自衛隊第３師団 

大阪府八尾土木事務所 
陸上自衛隊 

第３７普通科連隊 

国土交通省 
近畿地方整備局 

大 阪 府 危 機 管 理 室 

水 

防 

担 

当 

者 

危
機
管
理
担
当
者 

大阪府水防本部 

大阪府富田林土木事務所 

総 務 省 消 防 庁  

 

 

大 阪 市 危 機 管 理 室  

西 日 本 電 信 電 話 (株 ) 

又は 

東 日 本 電 信 電 話 (株 ) 

関西テレビ放送(株) 

朝日放送グループホールディングス(株) 

読売テレビ放送(株) 

(株)日本経済新聞社 

(株)朝日新聞社 

(株)産経新聞社 

(株)毎日放送 

(株)読売新聞大阪本社 

(一社)共同通信社 

Ｎ Ｈ Ｋ 大 阪 放 送 局  

大 阪 府 危 機 管 理 室 

大阪府都市計画室公園課 

近 畿 運 輸 局 

専用回線 

専用回線以外 

柏 原 市 

藤 井 寺 市 

羽 曳 野 市 

富 田 林 市 

河内長野市 

太 子 町 

河 南 町 
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＜寝屋川流域洪水予報通信連絡系統図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河 川 情 報 セ ン タ ー  

陸 上 自 衛 隊 第 ３ 師 団 

大阪府西大阪治水事務所 
 

国土交通省近畿地方整備局 大 阪 府 危 機 管 理 室 

大 阪 府 下 水 道 室 

大阪府東部流域下水道事務所 

大阪府都市計画室公園課 

水 

防 

担 

当 

者 

危
機
管
理
担
当
者 

寝 屋 川 市 

恩智川水防事務組合 

大 阪 市 

大阪市東部市場 

守 口 市 

八 尾 市 

国土交通省 淀川ダム統合管理事務

国土交通省毛馬出張所  

大 阪 府 枚 方 土 木 事 務 所 

大 阪 府 八 尾 土 木 事 務 所 

大 東 市 

柏 原 市 

門 真 市 

東 大 阪 市 

四 條 畷 市 

藤 井 寺 市 

大阪府寝屋川水系改修工営所 

共
同
発
表 

 
大阪管区気象台 

Ｎ Ｈ Ｋ 大 阪 放 送 局  

陸上自衛隊第３師団司令部 

近畿管区警察局（広域調査部） 

大 阪 府 危 機 管 理 室 
関

係

市

町 

西 日 本 電 信 電 話 (株 ) 

又は 

東 日 本 電 信 電 話 (株 ) 

大 阪 市 危 機 管 理 室  

 
大阪府水防本部 

近 畿 運 輸 局 

(株)毎日放送 

読売テレビ放送(株) 

(株)日本経済新聞社 

(株)朝日新聞社 

関西テレビ放送(株) 

朝日放送グループホールディングス(株) 

(株)読売新聞大阪本社 

(株)産経新聞社 

(一社)共同通信社 

総 務 省 消 防 庁  

専用回線 

専用回線以外 
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資料３－２１ 国土交通大臣が発表する水防警報（伝達系統含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関
係
各
警
察
署 

各
市
町
村
及
び 

量
水
標
・
水
門
等
管
理
者 

大阪府下水道室 

西大阪治水事務所 

鳳土木事務所 

河川情報センター 
（大阪センター） 

近畿地方整備局 
大和川河川事務所 

東部流域下水道事務所 

南部流域下水道事務所 

大和川右岸水防事務組合 

大阪府警察本部 
警備危機管理室 

大阪府危機管理室 

陸 上 自 衛 隊 
第３７普通科連隊 

陸 上 自 衛 隊 
第３６普通科連隊 

陸上自衛隊第３師団 

寝屋川水系改修工営所 

大 阪 市 建 設 局 
企画部工務課 

基本系統 

補助系統 

大阪府水防本部 

富田林土木事務所 

八尾土木事務所 

大和川右岸水防事務組合 
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資料３－２２ 知事の発表する水防警報等（伝達系統含む） 

 

＜石川水防警報伝達系統図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３－２３ 雨量・水位観測所一覧表 

 

＜雨量観測所一覧表＞ 

観測所名 所在地 管理者 観測者 

市役所 岡 1-1-1 市 長 危機管理室 

小山雨水ポンプ場 小山 7-7-8 市 長 下水道総務課 

北條雨水ポンプ場 北條町 10-18 市 長 下水道総務課 

＜水位観測所一覧表＞ 

観測所名 河川名 所在地 管理者 観測者 

小山雨水ポンプ場 大水川雨水幹線 小山 7-7-8 市 長 下水道総務課 

北條雨水ポンプ場 京樋雨水幹線 北條町 10-18 市 長 下水道総務課 

 

 

資料３－２４ ため池水位の通報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ → 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

ため池管理者 藤井寺市 

柏原羽曳野藤井寺
消防組合 

羽曳野警察署 

富田林土木事務所 

南河内農と緑の 
総合事務所 

府農政室 
府 

危機管理室 

府 
水防本部 

市 

民 

・ 

そ 

の 

他 

各 土 木 事 務 所 
西 大 阪 治 水 事 務 所 
寝屋川水系改修工営所 
港 湾 局 

水防管理者、及び指定水防管理者 

量水標・水こう門等管理者 

関係各警察署 

関係陸上自衛隊 

府災害対策本部 
（大阪府危機管理室） 

大 阪 府 水 防 本 部 
大阪府警察本部 
警備危機管理室 
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資料３－２５ 大和川右岸水防事務組合概要 

 

＜大和川右岸水防事務組合概要＞ 

名称 管理者 所在地 電話 構成市 

大和川右岸 

水防事務組合 
大阪市長 

大阪市住吉区 

遠里小野 7-8-18 
(06)6694-0271 

大阪市 

東大阪市 

柏原市 

松原市 

八尾市 

藤井寺市 

 

＜管轄区域（大和川筋）＞ 

名称 防御区間 堤防延長 

藤井寺水防区 
柏原市・藤井寺市境界から 

藤井寺市・八尾市境界に至る間 
1,250ｍ 
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資料３－２６ 緊急調査担当地区一覧表 

 

＜緊急調査担当地区一覧表＞ 

 地区名 地区数 小学校区割 担当 

１ 小山西 

８ 藤井寺北校区 総務対策部 

２ 小山 

３ 中小山 

４ 東小山 

５ 小山新町 

６ 丹北小山 

７ 津堂 

８ 恵美坂２丁目 

９ 南岡 

６ 藤井寺校区 都市整備対策部 

１０ 北岡 

１１ 御舟町 

１２ 小山藤の里町 

１３ 小山藤美町 

１４ 恵美坂１丁目 

１５ 春日丘 

５ 藤井寺西校区 政策企画対策部 

１６ 春日丘新町 

１７ 藤井寺 

１８ 東藤井寺町 

１９ 西古室１丁目 

２０ 青山 

８ 藤井寺南校区 教育対策部 

２１ 野中 

２２ 藤ヶ丘１・２丁目 

２３ 藤ヶ丘３・４丁目 

２４ さくら町 

２５ 南藤井寺 

２６ 陵南町 

２７ 西古室２丁目 

２８ 沢田西 

９ 道明寺校区 市民生活対策部 

２９ 沢田 

３０ 沢田南 

３１ 古室 

３２ 林１～４丁目 

３３ 林５・６丁目 

３４ 大井住宅 

３５ 大井 

３６ 川北 

３７ 国府 

５ 道明寺東校区 健康福祉対策部 

３８ 惣社 

３９ 船橋町 

４０ 北條町 

４１ 梅が園町 

４２ 道明寺 

４ 道明寺南校区 こども未来対策部 
４３ 三ツ山 

４４ 土師ノ里 

４５ 古室３丁目 
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資料３－２７ 災害情報の収集伝達経路 

 

 

 

 

 総 務 隊            調査班《市内の災害関連の情報》 

                   《ため池、農地等の情報》 

                   《公園施設等の情報》 

                   《河川、道路、橋りょう等の情報》 

                 対策隊《災害現場の情報》 

 柏原羽曳野藤井寺消防組合   《救助・救出、火災等の情報》 

 大阪府羽曳野警察署      《救助・救出、交通の情報》 

 関西電力送配電㈱                 

 大阪ガス㈱              

 西日本電信電話㈱              《ライフラインの情報》 

 近畿日本鉄道㈱            

 大阪広域水道企業団藤井寺水道センター  

 健康福祉部          《避難行動要支援者、福祉施設等の情報》 

      社会福祉協議会   《ボランティアの情報》 

      医師会、薬剤師会、歯科医師会  《地域医療の情報》 

 市民病院           《災害医療センターの情報》 

 都市整備部          《下水道施設等の情報》 

      小山・北條雨水ポンプ場     

 教育委員会          《学校教育施設等の情報》 

      藤井寺市柏原市学校給食組合   

 西日本高速道路㈱       《高速道路の情報》 

 市民生活部          《ごみ、し尿等の情報》 

      柏羽藤クリーンセンター     

      芝山衛生センター        

大

阪

府

危

機

管

理

室 

藤

井

寺

市

災

害

対

策

初

動

本

部 

藤

井

寺

市

災

害

対

策

本

部 

← 

 

 

 

 

← 

← 

← 

← 

← 

← 

← 

← 

 

 

← 

← 

 

←

← 

← 

← 
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資料３－２８ 各機関の電話番号・連絡先及び所在地 

 

機関名 連絡先 所在地 電話番号 
府防災行政無線 ※ 

防災専用電話 庁内内線電話 

〔国関係〕     

大阪管区気象台 予報課 
大阪市中央区大手前 

4-1-76 
06-6949-6303 

(8)- 

816-8930 
 

近畿地方整備局 

大和川河川事務所 
調査課 柏原市大正 2-10-8 072-971-1381   

陸上自衛隊第３師団  伊丹市広畑 1-1 072-781-0021 
(8)- 

823-8900 
 

陸上自衛隊第３師団 

第 37 普通科連隊 
 和泉市伯太町官有地 0725-41-0090 

(8)- 

825-8900 
 

羽曳野労働基準監督署  羽曳野市誉田 3-15-17 072-956-7161   

近畿農政局 

大阪府拠点 
 

大阪市中央区大手前 

1-5-44 

大阪合同庁舎1号館6階 

06-6943-9691   

〔府関係〕     

大阪府庁 

危機管理室 

（災害対策

課） 

大阪市中央区大手前 

3-1-43 

（府庁新別館北館 3階） 

06-6941-0351 
(8)- 

220-8921 

(8)- 

200-4880 

藤井寺保健所 企画調整課 藤井寺市藤井寺 1-8-36 072-955-4181 
(8)-240- 

618-8900 
 

富田林土木事務所 
地域支援・

企画課 
富田林市寿町 2-6-1 

(直通)0721-25-1175 

(代表)0721-25-1131 

(8)- 

304-8910 

(8)- 

304-203 

南河内農と緑の総合

事務所 
 

富田林市寿町 2-6-1 

（南河内府民センター

ビル内） 

0721-25-1131   

羽曳野警察署 警備課 羽曳野市誉田 4-2-1 072-952-1234   

〔市関係〕     

藤井寺市役所 危機管理室 藤井寺市岡 1-1-1 072-939-1111 
(8)- 

526-8900 
 

藤井寺市消防団   〃    〃    〃   

柏原羽曳野藤井寺 

消防組合 
指令課 藤井寺市青山 3-613-8 072-958-0119 

(8)-447- 

11-8900 
 

柏羽藤環境事業組合  柏原市円明町 666 番地 072-976-3333   

藤井寺市民病院  藤井寺市道明寺 2-7-3 072-939-7031   

藤井寺市保健センター  藤井寺市小山 9-4-33 072-939-1112   

藤井寺市休日急病 

診療所 
 

藤井寺市小山 9-4-33 

（藤井寺市立保健セン

ター2階） 

072-939-7194   

※府防災無線について、防災専用電話からかける場合は、無線発信特番（８）が不要です。 
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機関名 連絡先 所在地 電話番号 
府防災行政無線 ※ 

防災専用電話 庁内内線電話 

〔公共機関等〕     

西日本電信電話㈱ 
大阪支店 

災害対策室 
大阪市西区新町 4-6-9 
ＮＴＴ新町ビル 

06-6120-4771 
(8)- 
240-570 

 

㈱ＮＴＴドコモ 
関西支社 

災害対策室 
大阪市北区梅田 1-10-1 
梅田ＤＴタワー6階 

06-6457-8621 
(8)- 
240-571 

 

ＫＤＤＩ㈱ 
関西総支社 

管理部 
大阪市中央区城見 2-2-72 
ＫＤＤＩ大阪ビル 

06-7178-9001 
(8)- 
240-841 

 

ソフトバンク 
モバイル㈱ 

 
大阪市北区小松原町 2-4 
大阪富国生命ビル 

06-4709-3100   

関西電力送配電㈱  大阪市住之江区浜口西3-9-5 
停電（一般） 

0800-777-8026 
  

大阪ガス㈱ 

（平日昼間） 
南部導管部計
画チーム 
（休日・夜間） 
南部導管部対
策室 

堺市堺区住吉橋町 2-2-19 

（平日昼間） 
 072-238-2375 

（休日・夜間） 
072-222-0589 

  

近畿日本鉄道㈱ 
藤井寺駅 

駅長 藤井寺市岡 2-7-18 072-955-0037   

西日本高速道路㈱ 
関西支社（阪奈高速道
路事務所） 

総務課 藤井寺市小山 9-3-1 072-955-9581   

大和川右岸水防事務
組合 

 
大阪市住吉区遠里小野 7-8-
18 

06-6694-0271 
(8)- 
853-8900 

 

藤井寺市医師会  
藤井寺市小山9-4-33 （藤井
寺市立保健センター3階） 

072-939-3443   

大阪広域水道企業団 
藤井寺水道
センター 

藤井寺市岡 1-1-1 072-939-1111   

（公益社団法人）日本
水道協会 大阪府支部
事務局 

豊中市 上下
水道局 経営
部 総務課 

豊中市北桜塚 4-11-18 06-6858-2911   

大阪市水道局 総務部 総務課 大阪市住之江区南港北 2-1-10 06-6616-5401   

藤井寺郵便局  藤井寺市藤ケ丘 3-11-14 0570-943-823   

日本放送協会 
（大阪放送局） 

 大阪市中央区大手前 4-1-20 06-6941-0431   

藤井寺市商工会  藤井寺市岡 1-2-16 072-939-7047   

商店連合会  
藤井寺市岡 1-2-16 
（藤井寺市商工会館内） 

   

大阪南農業協同組合  富田林市甲田 3-4-10 0721-25-1451   

大阪南農業協同組合 
（道明寺支店） 

 藤井寺市林 5-8-24 072-955-8885   

大阪南農業協同組合 
（藤井寺支店） 

 藤井寺市岡 1-16-28 072-955-1386   

〔隣接市関係〕     

柏原市役所 危機管理課 柏原市安堂町 1-55 072-972-1501 
(8)- 
521-8900 

(8)- 
521-2463 

八尾市役所 危機管理課 八尾市本町 1-1-1 072-991-3881 
(8)- 
512-8900 

(8)- 
512-2128 

羽曳野市役所 危機管理室 羽曳野市誉田 4-1-1 072-958-1111 
(8)- 
522-8900 

(8)- 
522-2713 

松原市役所 危機管理課 松原市阿保 1-1-1 072-334-1550 
(8)- 
517-8900 

(8)- 
517-2404 

※府防災無線について、防災専用電話からかける場合は、無線発信特番（８）が不要です。 
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資料３－２９ 大阪地区非常通信協議会連絡経路 

 

発信 
（市町村） 

……：使送区間 
－－－：無線区間 
～～～：有線区間 

非常通信経路（中継） 
着信 

（大阪府） 

藤井寺市 

危機管理室 

－－－ 組合消防本部（通信指令室） 
消救 

－－－ 
 

大阪市消防局 

（指定情報センター） 

府防 

－－－ 
 

大阪府 

－－－ 組合消防本部（通信指令室）  
（地域衛星通信ネットワーク） 

(防Ｔ):9-200-220-8921 

(防Ｆ):9-200-220-8821 

地星 

－－－ 
 

－－－ 羽曳野警察署（警備課） 
警察 

－－－ 
 

大阪府警察本部 

（通信指令室） 

府防 

－－－ 
 

同一場所 

…… 
 

大和川右岸移動局 
水防 

－－－ 
 

大和川右岸 

水防事務組合 

府防 

－－－ 
 

2.1K 

…… 
 

国土交通省 大和川河川事務所 

（管理課専門官） 
－－－ 

近畿地方整備局 

（情報通信技術課 通信ネットワーク係） 

府防 

－－－ 
 

 （地域衛星通信ネットワーク）  (防Ｔ):9-200-220-8921 

(防Ｆ):9-200-220-8821 

地星 

－－－ 
 

 
【回線種別の略式記号】 

・・・中 防：中央防災無線網（地上系）・・・・・中 星：中央防災無線網（衛星系）・・・・・・消 防：消防防災無線網（地上系） 
・・・地 星：地域衛星通信ネットワーク ・・・・県 防：都道府県防災行政無線網（地上系）・・市 移：市町村防災行政無線（移動系） 
・・・市 同：市町村防災行政無線（同報系）・・・水 防：水防道路用通信回線 ・・・・・・・・警 察：警察用通信回紛 
・・・消 救：消防・救急無線 ・・・・・・・・・防 衛：防衛用通信回線 ・・・・・・・・・・相 互：防災相互通信用回線 
・・・海 保：海上保安用通信回線・・・・・・ ・専 用：電気通信事業者の専用回線 ・・・・・電 力：電気事業者用通信回線 
・・・非 常：非常呼出し用周波数（4,630kHz） ・自 営：前記以外の自常無線通信網 ・・・・・その他：その他の通信回線 
・・・斜体文字・二重下線の施設は 、南海トラフ巨大地裳による律波被害が想定される施設（近畿地方非常通信協議会 平成 25 年度調査結果） 

 

 

資料３－３０ 異常現象通報系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発

見

者 
派出所 

藤井寺市 

柏原羽曳野藤井寺 
消防組合 

羽曳野警察署

富田林 
土木事務所 

府警本部 

府 
危機管理室 

府 
事業管理室 

大

阪

管

区

気

象

台 

→ 

→ 

→ 

→ → 

→ 

→ 

→ → 

→ 

→ 

← 
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資料３－３１ 医療救護班の編成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３－３２ 避難所保健衛生支援チーム 

 

・避難所保健衛生支援チームは、災害対策配備体制に関係なく本部長の命令により出動するも 

のとする。（自主避難者用としての避難所開設時には、原則このチームは出動しない。） 

・大和川柏原水位観測所で本市避難判断水位に到達するおそれがあるとき。（5.2m で出動） 

・石川玉手橋水位観測所で本市避難判断水位に到達するおそれがあるとき。（4.4m で出動） 

・地震発生時は、震度５弱以上で災害対策本部に自動参集し、本部長の命令により出動するも 

のとする。 

・出動後は、総務隊に属するものとする。 

・避難者の健康状態、栄養状態を十分に把握するとともに、助言、加療等、避難者の健康維持 

に必要な活動を実施する。 

・チーム編成は、【保健支援チーム】、【栄養指導チーム】、【歯科衛生指導チーム】の３チーム編

成により、順次避難所を巡回し、指導・調査等を行う。 

・コントローラーを本部に配置し、巡回指導等を行うチームの指揮、展開を行う。 

 

 

→ 

→ 

← 

← 

← 

← 派遣 ← 

依頼 

→ 

開設 

派遣 
↓ 

市 民 病 院 健康福祉部 

市民病院医療救護班 

救護所設置依頼 健 康 課 

地域医療救護班 藤井寺市医師会 

藤井寺市歯科医師会 

藤井寺市薬剤師会 

救 護 所 
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資料３－３３ 避難指示等により立退き避難が必要な市民等に求める行動 

 

警戒 

レベル 
市民等がとるべき行動 

行動を市民等に 

促す情報 

市民が自ら行動をとる際の 

判断に参考となる情報 

（警戒レベル相当情報） 

警戒 

レベル 

１ 

・防災気象情報等の最新情報に注意するなど、災害への

心構えを高める。 

早期注意情報（警

報級の可能性） 

（気象庁が発表） 

 

警戒 

レベル 

２ 

・ハザードマップ等により災害リスク、避難場所や避難

経路、避難のタイミング等の再確認、避難情報の把握

手段の再確認・注意など、避難に備え自らの避難行動

を確認する。 

大雨注意報・洪水

注意報 

（気象庁が発表） 

・氾濫注意情報 

・洪水警報の危険度分布 

（注意） 

警戒 

レベル 

３ 

高齢者等避難 

・避難に時間のかかる要配慮者とその支援者は立退き

避難する。 

・その他の人は立退き避難の準備を整えるとともに、以

後の防災気象情報、水位情報等に注意を払い、自発的

に避難を開始することが望ましい。 

・特に、急激な水位上昇のおそれがある河川沿いでは、

避難準備が整い次第、当該災害に対応した指定緊急避

難場所へ立退き避難することが強く望まれる。 

避難準備・高齢者

等避難開始※１ 

（市が発令） 

・氾濫警戒情報 

・洪水警報 

・洪水警報の危険度分布

（警戒） 

警戒 

レベル 

４ 

全員避難 

○指定緊急避難場所等への立退き避難を基本とする避

難行動をとる。 

・予想される災害に対応した指定緊急避難場所へ速や

かに立退き避難する。 

・指定緊急避難場所への立退き避難はかえって命に危

険を及ぼしかねないと自ら判断する場合には、「近隣

の安全な場所」への避難や、少しでも命が助かる可能

性の高い避難行動として、「屋内安全確保」を行う。 

 

＜市町村から避難指示（緊急）が発令された場合＞ 

○災害が発生するおそれが極めて高い状況等となって

おり、緊急に避難する。 

・指定緊急避難場所への立退き避難に限らず、「近隣の

安全な場所」への避難や、少しでも命が助かる可能性

の高い避難行動として、「屋内安全確保」を行う。 

・避難指示（緊急）は、地域の状況に応じて緊急的又は

重ねて避難を促す場合などに発令されるものであり、

必ず発令されるものではないことに留意する。 

避難勧告※１ 

避難指示（緊急）
※１ 

（市が発令） 

・氾濫危険情報 

・洪水警報の危険度分布

（非常に危険） 

警戒 

レベル 

５ 

災害発生 

・既に災害が発生している状況であり、命を守るための

最善の行動をとる。 

・市町村が災害発生を確実に把握できるものではない

ため、災害が発生した場合に、必ず発令されるもので

はないことに留意する。 

災害発生情報※１ 

（市が発令） 

・氾濫発生情報 

・（大雨特別警報（浸水害））
※２ 

注１ 市は、市民に対して避難指示等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意するとともに、避難指示及び緊急安

全確保を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい時間帯における高齢者等避難の発令に努める。 

注２ 避難指示等は、市が総合的に判断して発令するものであることから、警戒レベル相当情報が出されたとしても発令されな

いことがある。 

注３ ※１の避難情報の名称は、令和 3 年（2021 年）出水期前に変更される予定である。 

注４ ※２の大雨特別警報は、洪水の発生情報ではないものの、災害が既に発生している蓋然性が極めて高い情報として、警戒

レベル５相当情報［洪水］として運用する。ただし、市長は警戒レベル５の緊急安全確保の発令基準としては用いない。 
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資料３－３４ 大和川・石川の避難指示等発令基準 

 

① 大和川（柏原観測所） 

令和３年 1月現在 

発令種別 判 断 基 準 

避難準備・高齢者等避

難開始※ 

【藤井寺市域右岸側】水位が（6.40ｍ）に到達し、さらに水位が上昇し、

（7.00m）に到達する見込みとなったとき 

【藤井寺市域左岸側】水位が（5.40ｍ）に到達し、さらに水位が上昇し、

（6.00m）に到達する見込みとなったとき 

避難勧告※ 
・【藤井寺市域右岸側】水位が（7.00ｍ）に到達したとき 

・【藤井寺市域左岸側】水位が（6.00ｍ）に到達したとき 

避難指示（緊急）※ 
・堤防が決壊したとき、又は堤防の決壊につながるような大量の漏水や亀

裂が発見されたとき 

避難勧告等解除 

・【藤井寺市域右岸側】水位が（6.40ｍ）以下に下がり、今後上昇するおそ

れがないとき 

・【藤井寺市域左岸側】水位が（5.40ｍ）以下に下がり、今後上昇するおそ

れがないとき 

・浸水が発生している場合は、水が引くとともに、市民の立ち入りに危険

性が無いと判断できるとき 

右岸側：大和川の北側  左岸側：大和川の南側 

 

②石川（玉手橋観測所） 

令和３年 1月現在 

発令種別 判 断 基 準 

避難準備・高齢者等避

難開始※ 

避難判断水位（4.90ｍ）に到達し、さらに水位が上昇し、氾濫危険水位（5.00

ｍ）に到達する見込みとなったとき 

避難勧告※ ・氾濫危険水位（5.00ｍ）に到達したとき 

避難指示（緊急）※ 
・堤防が決壊したとき、又は、堤防の決壊につながるような大量の漏水や

亀裂が発見されたとき 

避難勧告等解除 

・避難判断水位（4.90ｍ）以下に下がり、今後上昇するおそれがないとき 

・浸水が発生している場合は、水が引くとともに、市民の立ち入りに危険

性が無いと判断できるとき 

 

※避難情報の名称は、令和３年（２０２１年）出水期前に変更される予定である。なお、発令基

準は最新の知見に基づき、必要に応じ見直す。 
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資料３－３５ 量水標及び通報水位、警戒水位一覧表 

 

管理者・観測者：大和川河川事務所 TEL 072-971-1381  

河川名 観測所名 所在地 
零点高 

（ｍ） 

水防団 

待機水位

（ｍ） 

氾濫注意 

水位

（ｍ） 

避難判断 

水位

（ｍ） 

氾濫危険 

水位

（ｍ） 

計画 

高水位 

（ｍ） 

石川 道明寺 国府 
TP＋ 
18.000 

2.00 3.50 － － 5.65 

大和川 柏原 大井 
TP＋ 
13.500 

1.50 3.20 4.50 5.10 7.315 
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資料３－３６ 避難指示等が対象とする避難行動 

 

「水平避難」・・・現在いる危険な場所から立ち退いて、避難場所や近隣の安全を確保できる場所

に移動すること。 

「垂直避難」・・・２階以上の安全を確保できる高さに移動すること。 

 

市民は自らの判断で避難行動を選択すべきものであること、命を守る避難行動として必ず

しも従来の立ち退き避難を必要としない場合もあることから、「屋内での待避等の屋内におけ

る安全確保措置」も避難指示等が対象とする避難行動とし、次の全ての行動を避難行動とす

る。 

①避難場所への移動 

②（自宅等から移動しての）安全な場所への移動（公園、親戚や友人の家等） 

③近隣の高い建物等への移動 

④建物内の安全な場所での待避 

 

 

※新型コロナウイルス感染症流行時の避難行動 

 

 

 

 

平時より新型コロナウイルス感染症の特徴を正しく理解していただくことを市民に周知・啓

発することが重要であるため、以下の点に留意する。 

①適切な避難行動の周知 

・避難所の指定状況や新たな避難所については、ホームページ、広報紙、防災行政無線、Ｓ

ＮＳ等を活用し、市民に広く周知・徹底する。 

・開設される多様な避難所等の位置や、避難経路に危険な場所が無いか等、市民に対しハザ

ードマップや避難情報等で自分の安全を改めて確認するよう啓発する。 

・自宅で安全が確保できる場合（事前にハザードマップ等で確認）は、必ずしも避難場所に

行く必要がないことを市民に周知・徹底する。 

・親戚や知人宅への避難も検討するよう周知・啓発する。 

②必要な物資等の持参の啓発 

・非常持出品に加え、マスク、体温計、手洗い洗剤、アルコール消毒、台所用洗剤等を可能

な限り持参することを啓発する。 

 

災害発生時には、可能な限り事前の体温計測を行ってもらうとともに、避難所での受付時に

「避難者カード」に各自の健康状態を記入し持参していただくよう併せて啓発する。 
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資料３－３７ 避難場所等一覧表 

（一時避難場所、指定避難所、広域避難場所、二次避難施設（福祉避難所）、緊急避難場所含む） 

 

① 避難場所 

 

●一時避難場所（地震） 

地震発生直後、広域にわたって人命に著しく大きな被害を及ぼすと予測される場合、一時的に

市民の生命の安全を確保するための避難に適する場所 

 

番号 施 設 名 所 在 地 
面積 

（㎡） 
収容人員 
(人) 

1 藤井寺小学校    運動場 北岡 1-2-29 5,492 5,400 

2 藤井寺南小学校   運動場 藤井寺 3-8-1 5,038 5,000 

3 藤井寺西小学校   運動場 藤井寺 4-1-57 4,295 4,200 

4 藤井寺北小学校   運動場 小山 3-284-1 4,589 4,500 

5 道明寺小学校    運動場 沢田 3-6-37 3,248 3,200 

6 道明寺東小学校   運動場 国府 2-5-21 5,890 5,800 

7 道明寺南小学校   運動場 道明寺 4-9-18 7,167 7,100 

8 藤井寺中学校    運動場 御舟町 2-9 10,380 10,300 

9 道明寺中学校    運動場 林 6-2-21 9,220 9,200 

10 第三中学校     運動場 林 1-2-1 10,218 10,200 

11 府立藤井寺支援学校 運動場 川北 2-5-23 2,200 2,200 

12 府立藤井寺工科高校 運動場 御舟町 10-1 14,743 14,700 

13 府立藤井寺高校   運動場 津堂 3-516 20,702 20,700 

14 野中宮山児童公園 野中 2-3 2,850 2,800 

15 津堂市民野球場 津堂 3-620-1 11,935 11,900 

16 ふじみ緑地 小山藤美町 880-40 8,778 8,700 

合 計 126,745 125,900 
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●広域避難場所（地震） 

地震などによる火災の延焼拡大によって生じる輻射熱や熱気流から市民の生命の安全を確保す

るための避難に適する場所 

 

番号 名 称 所 在 地 
敷地面積 

（㎡） 
備考 

1 国府遺跡 惣社 2丁目地内 13,217  

2 津堂城山古墳 津堂地内 41,296 
史跡城山古墳ガイダンス棟

まほらしろやまを含む 

3 野中宮山古墳 野中 2丁目地内 10,196 学習畑を含む 

4 大井水みらいセンター 西大井 1-407-1 33,710 ふれあい緑地 

 

 

●指定緊急避難場所（大和川・石川氾濫時） 

大和川・石川が氾濫し、又はそのおそれがある場合に、その危険から逃れるため、垂直避難等

が可能な施設又は場所 

 

番号 施設名 所在地 備考 

1 大井水みらいセンター 西大井 1-407-1 ふれあい広場 

2 道明寺天満宮 道明寺 1-16-40  

3 道明寺 道明寺 1-14-31  

4 府営住宅  藤井寺川北 川北 3-5-1、6-2、7-3  

5 府営住宅  藤井寺大井 大井 5-26-1、12-2  

6 府営住宅  藤井寺小山藤美 小山藤美町 11-1  
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② 避難所 

 

●指定避難所（風水害、地震） 

家屋の損壊、滅失、浸水、流出などにより避難が必要となった場合に避難所として開設。 

災害時等に自宅等での生活が困難な者を一時的に収容・保護する収容施設。 

 

番号 
施 設 名 

（電話番号） 
所 在 地 

収 容 場 所 災害種類 

場所名 
面積 

（㎡） 

収容人数 
（人） 

（1.65 ㎡の場合） 

収容人数 
（人） 

（3.3㎡の場合） 
風水害 地震 

1 
藤井寺小学校 

℡ 939-7105 
北岡 1-2-29 体育館 

558※ 

（2,930） 

330 

（1,760） 

160 

（880） 
○ ○ 

2 
藤井寺南小学校 

℡ 939-7115 
藤井寺 3-8-1 体育館 

510 

（1,984） 

300 

（1,180） 

150 

（590） 
○ ○ 

3 
藤井寺西小学校 

℡ 939-7125 
藤井寺 4-1-57 体育館 

509 

（1,769） 

300 

（1,060） 

150 

（530） 
○ ○ 

4 
藤井寺北小学校 

℡ 938-0791 
小山 3-284-1 体育館 

503 

（1,707） 

300 

（1,020） 

150 

（510） 
× ○ 

5 
道明寺小学校 

℡ 939-7135 
沢田 3-6-37 体育館 

638 

（2,223） 

386 

（1,330） 

193 

（660） 
○ ○ 

6 
道明寺東小学校 

℡ 939-7145 
国府 2-5-21 体育館 

455 

（1,744） 

270 

（1,040） 

130 

（510） 
× ○ 

7 
道明寺南小学校 

℡ 939-7155 
道明寺 4-9-18 体育館 

513 

（1,597） 

310 

（960） 

150 

（480） 
× ○ 

8 
藤井寺中学校 

℡ 939-7100 
御舟町 2-9 体育館 

890 

（2,641） 

530 

（1,590） 

260 

（790） 
○ ○ 

9 
道明寺中学校 

℡ 939-7110 
林 6-2-21 体育館 

684 

（2,251） 

410 

（1,340） 

200 

（670） 
× ○ 

10 
第三中学校 

℡ 938-0040 
林 1-2-1 体育館 

717 

（2,477） 

430 

（1,480） 

210 

（730） 
× ○ 

11 
府立藤井寺支援学校 

℡ 973-1313 
川北 2-5-23 体育館 585 350 170 ○ ○ 

12 
市民総合会館本館 

℡ 939-7020 
北岡 1-2-3 

〔１階〕小会議室Ｅ 
ふれあいプラザ 

〔４階〕小会議室 
Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ 
中会議室 
Ａ・Ｂ 

〔５階〕多目的室 
和室Ａ・Ｂ 
絵画教室 
音楽教室 
茶室 

901 540 260 ○ ○ 

13 
市民総合会館分館 

℡ 939-7011 
沢田 3-6-36 

〔３階〕会議室 2・3 
和室 
談話室３階 

〔４階〕中会議室 
会議室１ 
談話室４階 

281 160 80 ○ ○ 

14 
市民総合体育館 

℡ 939-1141 
大井 1-2-20 

主競技場 

多目的室１・２ 
1,921 1,160 580 × ○ 

15 
心技館 

℡ 939-1141 
大井 1-2-20 

〔２階〕会議室 
1・2・3・4・5 

〔３階〕剣道場 
柔道場 

820 490 240 × ○ 

16 
府立藤井寺工科高校※ 

℡ 955-0281 
御舟町 10-1 

体育館 
〔１階〕剣道場 

柔道場 
〔２階〕体育場 

1,175 710 350 － ○ 

17 
府立藤井寺高校※ 

℡ 939-7750 
津堂 3-516 

体育館 
〔１階〕剣道場 

柔道場 
〔２階〕競技場 

1,520 920 460 － ○ 

合 計 
13,180 

（28,526） 

7,896 

（17,090） 

3,893 

（8,490） 
    

○利用可 ×利用不可 



- 144 - 

※ 藤井寺工科高校、藤井寺高校は、大阪府との覚書等により、地震時のみ使用 

注（  ）内の数字は普通教室及び一部特別教室を含んだ面積・収容人数 

※ 各施設の収容人数は、各部屋ごとの面積を一人当たりの所要面積で割り算出される収容人数の合計 

 

＜指定避難所の一人当たりの所要面積＞ 

被害想定で被害が最大である生駒断層帯地震の場合には、一人当たりの所要面積は概ね 1.65 ㎡とし

（大阪府が「大阪府地震被害想定に基づく備蓄等の考え方について」の「避難所必要面積について」で

示している数字は一人当たり 1.65 ㎡である）、その他の地震（特に近いうちに高い確率で発生が予想

される南海トラフ地震）では被害想定の数が少ない為、一人当たりの所要面積は概ね 3.3 ㎡とする。 

 

 

 

●二次避難施設（福祉避難所） 

避難所における生活が長期にわたると予測されるときは、高齢者、障害者等の要配慮者に配慮

し、指定避難所から二次的避難を行うための施設 

 

＜二次避難施設（福祉避難所）一覧＞ 

番号 
施設名 

（電話番号） 
所在地 

収容場所 

場所名 
面積 

（㎡） 
収容人数 

(人) 

1 
老人福祉センター 

℡ 939-7010 
国府 2-5-38 

〔１階〕大広間 

和室(松) 

和室(竹) 

和室(梅) 

和室(鶴) 

和室(亀) 

〔２階〕中広間 

〔別館〕別館１ 

別館２ 

別館３ 

514 150 

2 
生涯学習センター 

℡ 952-7800 
藤井寺 3-1-20 

〔１階〕和室３室 

〔２階〕幼児コーナー 

〔３階〕視聴覚室 

音楽教室○ 

アトリエ○ 

研修室 

513 150 

3 道明寺こども園 林 3-1-25 
〔１階〕多目的スペース 

〔２階〕遊戯室 
277 80 

 

※各施設の収容人数は、各部屋ごとの面積を一人当たりの所要面積で割り算出される収容人数の合計 

 

＜二次避難施設（福祉避難所）の一人当たりの所要面積＞ 

一人当たりの所要面積を概ね 3.3 ㎡とする。 
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資料３－３８ 避難場所等の位置図 
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資料３－３９ 警戒区域の設定 

時機等 要  件 設定権者 内    容  根拠法令 

災 害が発生

し、又はまさ

に 発生しよ

う としてい

る場合 

人の生命又は身

体に対する危険

を防止するため

特に必要がある

と認められると

き 

市  長 
警戒区域を設定することがで

きる。 

災害対策基

本法 

第 63 条 

警 察 官 

市長（権限の委任を受けた市

の職員を含む）が現場にいな

いとき、又は市長から要求が

あったときは、警戒区域を設

定することができる。 

災害派遣を

命ぜられた

部隊等の 

自 衛 官 

市長その他市長の職権を行う

ことができる者がその場にい

ない場合に限り、警戒区域を

設定することができる。 

府 の地域に

係 る災害が

発 生した場

合 

市が全部又は大

部分の事務を行

うことができな

くなったとき 

知  事 

市長が実施すべき応急措置の

全部又は一部を代行しなけれ

ばならない。 

災害対策基

本法 

第 73 条 

ガス、火薬又

は 危険物の

漏 えい、飛

散、流出等の

事 故が発生

した場合 

当該事故により

火災が発生する

おそれが著しく

大であり、か

つ、火災が発生

したならば人命

又は財産に著し

い被害を与える

おそれがあると

認められるとき 

消防長 

又は 

消防署長 

火災警戒区域を設定すること

ができる。 

消防法 

第 23 条 の 2 

警察署長 

消防長若しくは消防署長（権

限の委任を受けた消防吏員又

は消防団員を含む）が現場に

いないとき、又は消防長若し

くは消防署長から要求があっ

たときは、火災警戒区域を設

定することができる。 

火災の現場 

（ 水災を除

く 他の災害

に ついて準

用） 

 消防吏員 

又は 

消防団員 

消防警戒区域を設定すること

ができる。 

消防法 

第 28 条､第

36 条 
警察官 

消防吏員又は消防団員が火災

の現場にいないとき又は消防

吏員又は消防団員の要求があ

ったときは、消防警戒区域を

設定することができる。 

水 防上緊急

の 必要があ

る場所 

 水防団長 

水防団員 

消防機関に

属する者 

警戒区域を設定することがで

きる。 

水防法 

第 21 条 

警察官 

水防団長、水防団員若しくは

消防機関に属する者がいない

とき、又はこれらの者の要求

があったときは、警戒区域を

設定することができる。 
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資料３－４０ 交通規制の実施責任者 

 

 実施責任者 範 囲 根拠法 

道
路
管
理
者 

国土交通大臣 

知 事 

市 長 

１．道路の破損、欠壊その他の事由により交通が危険

であると認められる場合 

２．道路に関する工事のためやむを得ないと認めら

れる場合 

道路法 

第 46 条第 1項 

警
察 

公安委員会 

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている

場合において、災害応急対策が的確かつ円滑に行わ

れるようにするため緊急の必要があると認めるとき 

災害対策基本法 

第 76 条第 1項 

道路における危険を防止し、その他交通の安全と

円滑を図り、又は交通公害その他の道路の交通に起

因する障害を防止するため 

道路交通法 

第 4条第 1項 

警察署長 
道路交通法第４条第１項に規定する交通規制のう

ち、適用期間が短いもの 

道路交通法 

第 5条第 1項 

警 察 官 

道路における交通が著しく混雑する恐れがある場

合、道路の損壊、火災の発生その他の事情により道路

において交通の危険が生ずるおそれがある場合 

道路交通法 

第 6条第 2項 

第 4項 
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資料３－４１ 緊急物資集積場所（藤井寺市、大阪府） 

 

① 藤井寺市における緊急物資集積場所 

施 設 名 所 在 地 備 考 

市民総合会館 本館 1階駐車場 北岡 1-2-3  

本庁 別棟バス車庫 岡 1-1-1  

本庁 地下駐車場 岡 1-1-1  

 

② 大阪府における緊急物資集積場所 

区 分 対象地区 所在地 

陸上輸送基地 １ 日本万国博覧会記念公園 

２ 北大阪トラックターミナル 

３ 大阪府立消防学校 

４ 東大阪トラックターミナル 

５ 大阪城公園（東部地区） 

６ 大阪府北部広域防災拠点 

７ 大阪府中部広域防災拠点 

８ 大阪府南部広域防災拠点 

吹田市千里万博公園 1-1 

茨木市宮島 2 

大東市平野屋 1-4-1 

東大阪市本庄中 1-87 

大阪市中央区大阪城 

吹田市千里万博公園 5-5 

八尾市空港 1丁目 209-7 

泉南市りんくう南浜 2-14 

航空輸送基地 １ 大阪国際空港 

２ 関西国際空港 

３ 八尾空港 

豊中市蛍池西町 3-555 

泉南郡田尻町泉州空港中1 

八尾市空港 2-12 

海上輸送基地 １ 大阪南港（Ａ岸壁） 

２ 堺泉北港（堺浜１号岸壁-7.5ｍ） 

３ 堺泉北港（汐見５号岸壁-12ｍ） 

４ 堺泉北港（助松１号岸壁‐9ｍ） 

５ 堺泉北港（助松９号岸壁‐12ｍ暫定） 

大阪市住之江区南港南 3 

堺市堺区築港八幡町 

泉大津市汐見町 

泉大津市小津島町 

高石市南高砂 

河川輸送基地 

（船着場） 

【国土交通省近畿地方整備局設置 緊急用船着場】 

１ 淀川／海老江緊急用船着場 

２ 淀川／新北野緊急用船着場 

３ 淀川／柴島緊急用船着場 

４ 淀川／毛馬緊急用船着場 

５ 淀川／佐太緊急用船着場 

６ 淀川／鳥飼緊急用船着場 

７ 淀川／点野緊急用船着場 

８ 淀川／大塚緊急用船着場 

９ 淀川／枚方緊急用船着場 

 

大阪市福島区海老江 3 

大阪市淀川区新北野 

大阪市東淀川区柴島 2 

大阪市都島区毛馬町 4 

守口市佐太西町 1 

摂津市鳥飼下 

寝屋川市点野 1 

高槻市大塚 

高槻市大塚 
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区 分 対象地区 所在地 

河川輸送基地 

（船着場） 

【大阪府設置 防災船着場】 

10 神崎川／高浜防災船着場 

11 神崎川／榎木防災船着場 

12 神崎川／三国防災船着場 

13 神崎川／佃防災船着場 

14 神崎川／西島防災船着場 

15 堂島川／福島港（ほたるまち港） 

16 堂島川／大阪国際会議場前港 

17 堂島川／ローズポート 

18 安治川／大阪市中央卸売市場前港 

19 木津川／大阪ドーム千代崎港 

20 尻無川／大阪ドーム岩崎港 

21 大川／八軒家浜船着場 

【大阪市設置 防災船着場】 

22 道頓堀川／太左衛門橋船着場 

23 道頓堀川／湊町船着場 

24 道頓堀川／日本橋船着場 

25 東横堀川／本町橋船着場 

26 城北川／西大宮橋船着場 

27 城北川／中菫橋船着場 

28 城北川／今福大橋船着場 

 

吹田市内本町 3 

吹田市芳野町 

大阪市淀川区新高 5 

大阪市西淀川区佃 2 

大阪市淀川区西島 2 

大阪市福島区福島 1 

大阪市北区中之島 5 

大阪市北区中之島 1 

大阪市福島区野田 1 

大阪市西区千代崎 3 

大阪市西区千代崎 3 

大阪市中央区天満橋京町 

 

大阪市中央区宗右衛門町 

大阪市浪速区湊町 1 

大阪市中央区道頓堀 1 

大阪市中央区本町橋 

大阪市旭区 

大阪市城東区 

大阪市城東区 

出典：大阪府地域防災計画 関連資料集（令和２年３月）大阪府選定の輸送基地 
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資料３－４２ 災害の認定基準 

 

＜国の被害認定統一基準＞ 

被害種類 認 定 基 準 

死 者 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、又は死体を確認することができ

ないが死亡したことが確実なものとする。 

行 方 不 明 者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのあるものとする。 

重 傷 者 

軽 傷 者 

災害のため負傷し、医師の治療を受け又は受ける必要のあるもののうち、「重傷者」

とは１月以上の治療を要する見込みの者とし、「軽傷者」とは１月未満で治療でき

る見込みの者とする。 

住家全壊 

（全焼・全流失） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、

流失、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再

使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流失した

部分の床面積がその住家の延床面積の 70％以上に達した程度のもの、又は住家の

主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損

害割合が 50％以上に達した程度のものとする。 

住家半壊 

（半焼） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損

壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、

損壊部分がその住家の延床面積の 20％以上 70％未満のもの、又は住家の主要な

構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合

が 20％以上 50％未満のものとする。 

住 家 
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを

問わない。 

非 住 家 

住家以外の建築物をいうものとする。なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、

仏閣等は非住家とする。ただし、これらの施設に、常時、人が居住している場合

には、当該部分は住家とする。 

（注） 

（１）住家被害戸数については「独立して家庭生活を営むことができるように建築された建物又は完

全に区画された建物の一部」を戸の単位として算定するものとする。 

（２）損壊とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しなけ

れば元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

（３）主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部として固

定された設備を含む。 

 

＜藤井寺市における災害救助法適用基準＞ 

世帯数（世帯） 人口（人） 
１号適用 

基準世帯数（戸） 

２号適用 

基準世帯数（戸） 

27,133 65,438 80 40 

注）世帯数及び人口は、平成２７年国勢調査による。 

２号適用がなされる場合は、大阪府の区域内における被害世帯総数が２,５００世帯以上であるこ

とが要件である。 
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被害種類 認 定 基 準 

田畑の 

被害 

流失埋没 耕土が流出し、又は砂利等の堆積のため耕作が不能となったもの 

冠 水 植付作物の先端が見えなくなる程度に水につかったもの 

文教施設 
小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、聾学校、養護学校

及び幼稚園における教育の用に供する施設をいう。 

道 路 
道路法(昭和 27 年法律第 180 号)第２条第１項に規定する道路のうち、橋りょう

を除いたものとする。 

橋りょう 道路を連絡するために河川、運河等の上に架設された橋とする。 

河 川 

河川法(昭和 39 年法律第 167 号)が適用され、若しくは準用される河川若しくは

その他の河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床止、

その他の施設若しくは沿岸を保全するために防護することを必要とする河岸と

する 

港 湾 
港湾法(昭和 25 年法律第 218 号)第２条第５項に規定する水域施設、外郭施設、

係留施設、又は港湾の利用及び管理上重要な臨港交通施設とする。 

砂 防 

砂防法(明治 30 年法律第 29 号)第１条に規定する砂防設備、同法第３条の規定

によって同法が準用される砂防のための施設又は同法第３条の二の規定によっ

て同法が準用される天然の河岸とする。 

清掃施設 ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

鉄 道 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 

船 舶 

櫓、櫂のみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し航行不能になったもの

及び流失し、所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行できない程

度の被害を受けたものとする。 

電 話 災害により通話不能となった電話回線数とする。 

電 気 災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数とする。 

水 道 
上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点における

戸数とする。 

ガ ス 
一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も多く供

給停止となった時点における戸数とする。 

ブロック塀 倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 

罹災世帯 

災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を維持できなくな

った生計を一にしている世帯とする。例えば寄宿舎、下宿その他これに類する

施設に宿泊するもので共同生活を営んでいるものについては、これを一世帯と

して扱い、また同一家屋の親子、夫婦であっても、生活が別であれば分けて扱

うものとする。 

罹 災 者 罹災世帯の構成員とする。 

公立文教施設 公立の文教施設とする。 

農林水産業施設 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律(昭和 25 年法

律第 169 号)による補助対象となる施設をいい、具体的には、農地、農業用施設、

林業用施設、漁港施設及び共同利用施設とする。 

公共土木施設 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法(昭和 26 年法律第 97 号)による国庫負

担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防設備、林地荒廃防

止施設、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、道路、港湾、漁港、下水

道、公園とする。 

その他の公共施設 

公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をいい、例え

ば、庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用又は公共の用に供する施設とす

る。 
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資料３－４３ 災害救助法による救助の程度、方法及び期間 

 

（救助の程度、方法及び期間） 

救助の種類 救助の程度及び方法 救助の期間 

避難所及び

応急仮設住

宅の供与 

避難所 一 災害により現に被害を受け、又は受けるおそれのある者に供与する。 

二 学校、公民館等既存建物を利用するのを原則とするが、これら適当な建物を

得難いときは、野外に仮小屋を設置し、天幕を設営し、又はその他の適切な方

法により実施する。 

三 設置のため支出することができる費用は、設置、維持及び管理のための賃金

職員等雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購

入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費とし、一人一日につき三百三十円以

内とする。 

四 福祉避難所(高齢者、障害者等(以下「高齢者等」という。)であって避難所で

の避難生活において特別な配慮を必要とするものに供与する避難所をいう。)

を設置した場合は、三の金額に、特別な配慮のために必要な当該地域における

通常の実費を加算することができる。 

五 避難所での避難生活が長期にわたる場合等においては、避難所で避難生活し

ている者への健康上の配慮等により、ホテル、旅館等宿泊施設の借上げを実施

し、これを供与することができる。 

災害発生の日

から七日以内 

応急仮設住宅 住家が全壊し、全焼し、又は流失し、居住する住家がない者で、かつ、自らの

資力では住家を得ることができないものに、次に掲げる住宅を供与する。 

一 建設型応急住宅(次に掲げる方法により建設して供与するものをいう。以下

同じ。) 

イ 設置にあたっては、原則として、公有地を利用すること。ただし、適当な

公有地を利用することが困難な場合は、民有地を利用することができる。 

ロ 一戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、知事が地域の実情、世帯

構成等に応じて設定し、その設置のために支出することができる費用は、設

置にかかる原材料費、労務費、附帯設備工事費、輸送費及び建築事務費等の

一切の経費として、五百七十一万四千円以内とする。 

ハ 同一敷地内又は近接する地域内におおむね五十戸以上設置した場合は居

住者の集会等に利用するための施設を設置でき、五十戸未満の場合でも戸

数に応じた小規模な施設を設置することができる。 

ニ 福祉仮設住宅(老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第五条の二

第二項に規定する老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有

し、高齢者等であって、日常の生活上特別な配慮を要する二人以上のものに

供与する施設をいう。)を建設型応急住宅として設置することができる。 

ホ 災害発生の日から二十日以内に着工し、速やかに設置する。 

ヘ 供与終了に伴う解体撤去及び土地の原状回復のために支出することがで

きる費用は、当該地域における実費とする。 

二 賃貸型応急住宅(次に掲げる方法により民間賃貸住宅を借上げて供与するも

のをいう。) 

イ 一戸当たりの規模は、世帯の人数に応じて一ロに定める規模に準ずるこ

ととし、その借上げのために支出することができる費用は、家賃、共益費、

敷金、礼金、仲介手数料又は火災保険等その他民間賃貸住宅の貸主又は仲介

業者との契約に不可欠なものとして、地域の実情に応じた額とする。 

ロ 災害発生の日から速やかに民間賃貸住宅を借上げ、提供しなければなら

ない。 

完成の日から

二年以内 

炊き出しそ

の他による

食品の給与

及び飲料水

の供給 

炊き出しその

他による食品

の給与 

一 避難所に避難している者又は住家に被害を受け、若しくは災害により現に炊

事のできない者(以下この項において「被災者」という。)に対して行う。 

二 被災者が直ちに食することができる現物による。 

三 支出することができる費用は、主食、副食、燃料等の経費とし、一人一日に

つき千百六十円以内とする。 

災害発生の日

から七日以内 

飲料水の供給 一 災害のため現に飲料水を得ることができない者に対して行う。 

二 支出することができる費用は、水の購入費並びに給水及び浄水に必要な機械

及び器具の借上費、修繕費、燃料費並びに薬品及び資材の費用とし、当該地域

における通常の実費とする。 

災害発生の日

から七日以内 
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救助の種類 救助の程度及び方法 救助の期間 

被服、寝具その他生活必需品

の給与又は貸与 

一 住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼若しくは床上浸水(土砂の堆積等により

一時的に居住することができない状態となったものを含む。以下同じ。)又は

全島避難等(一定の地域の全ての居住者等が避難等をすることをいう。)によ

り、生活上必要な被服、寝具その他生活必需品を喪失し、又は損傷したこと等

により使用することができず、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して

行う。 

二 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行う。 

イ 被服、寝具及び身の回り品 

ロ 日用品 

ハ 炊事用具及び食器 

ニ 光熱材料 

三 支出することができる費用は、季別及び世帯区分により、一世帯につき次の

表に掲げる額の範囲内とする。 

区分 季別 

世帯区分 

一人世帯 二人世帯 三人世帯 四人世帯 五人世帯 

六人以上

一人増す

ごとに加

算する額 

住 家 の 全

壊、全焼又

は流失によ

り被害を受

けた世帯 

夏季 
円 

18,800 

円 

24,200 

円 

35,800 

円 

42,800 

円 

54,200 

円 

7,900 

冬季 32,200 40,400 56,200 65,700 82,700 11,400 

住 家 の 半

壊、半焼又

は床上浸水

により被害

を受けた世

帯 

夏季 6,100 8,300 12,400 15,100 19,000 2,600 

冬季 10,000 13,000 18,400 21,900 27,600 3,600 

備考 「夏季」とは四月一日から九月三十日までに災害が発生した場合をい

い、「冬季」とは十月一日から翌年三月三十一日までに災害が発生した場合

をいう。 

 

災害発生の日

から十日以内 

医療及び助

産 

医療 一 災害のため医療のみちを失った者に対して応急的に処置する。 

二 救護班によって行う。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合にお

いては、医師、薬剤師等の医療関係者又は施術者(あん摩マツサージ指圧師、は

り師、きゆう師等に関する法律(昭和二十二年法律第二百十七号)に規定するあ

ん摩マツサージ指圧師、はり師若しくはきゆう師又は柔道整復師法(昭和四十

五年法律第十九号)に規定する柔道整復師をいう。以下同じ。)が、病院若しく

は診療所又は施術所(あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する

法律又は柔道整復師法に規定する施術所をいう。以下同じ。)において行うこ

とができる。 

三 次の範囲内において行う。 

イ 診療 

ロ 薬剤又は治療材料の支給 

ハ 処置、手術その他の治療及び施術 

ニ 病院若しくは診療所又は施術所への収容 

ホ 看護 

四 支出することができる費用は、次のとおりとする。 

イ 救護班による場合 使用した薬剤、治療材料及び破損した医療器具の修

繕費等の実費 

ロ 病院又は診療所による場合 国民健康保険の診療報酬の額以内 

ハ 施術所による場合 協定料金の額以内 

災害発生の日

から十四日以

内 
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救助の種類 救助の程度及び方法 救助の期間 

助産 一 災害発生の日以前七日以内又は当該日以後七日以内に分べんした者であっ

て、災害のため助産のみちを失ったものに対して行う。 

二 次の範囲内において行う。 

イ 分べんの介助 

ロ 分べん前及び分べん後の処置 

ハ 脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 

三 支出することができる費用は、次のとおりとする。 

イ 救護班等による場合 使用した衛生材料等の実費 

ロ 助産師による場合 慣行料金の百分の八十以内の額 

分べんした日

から七日以内 

被災者の救出 一 災害のため現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明の状

態にある者を捜索し、救出する。 

二 支出することができる費用は、舟艇その他救出のための機械、器具等の借上

費又は購入費、修繕費及び燃料費とし、当該地域における通常の実費とする。 

災害発生の日

から三日以内 

被災した住宅の応急修理 一 災害のため住家が半壊し、半焼し、若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受

け、自らの資力では応急修理をすることができない者又は大規模な補修を行わ

なければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者に対して行う。 

二 居室、炊事場、便所等の日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもっ

て行う。 

三 支出することができる費用は、一世帯につき次に掲げる額以内とする。 

イ ロに掲げる世帯以外の世帯 五十九万五千円 

ロ 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯 三十万円 

災害発生の日

から一月以内 

生業に必要な資金の貸与 一 住家が全壊し、全焼し、又は流失し、災害のため生業の手段を失った世帯に

対して行う。 

二 生業を営むために必要な機械、器具、資材等を購入するための費用に充てる

ものであって、生業の見込みが確実な具体的事業計画があり、償還能力のある

者に対して貸与する。 

三 貸与することができる金額は、次の額以内とする。 

イ 生業費 一件につき三万円 

ロ 就職支度費 一件につき一万五千円 

四 貸与期間は二年以内で、利子は無利子とする。 

災害発生の日

から一月以内 

学用品の給与 一 住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼又は床上浸水による喪失、損傷等によ

り学用品を使用することができず、就学上支障のある小学校の児童(義務教育

学校の前期課程及び特別支援学校の小学部の児童を含む。以下同じ。)、中学校

の生徒(義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校

の中学部の生徒を含む。以下同じ。)及び高等学校等の生徒等(高等学校(定時

制の課程及び通信制の課程を含む。)、中等教育学校の後期課程(定時制の課程

及び通信制の課程を含む。)、特別支援学校の高等部、専修学校及び各種学校の

生徒並びに高等専門学校の学生をいう。以下同じ。)に対して行う。 

二 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において、現物をもって行う。 

イ 教科書 

ロ 文房具 

ハ 通学用品 

三 支出することができる費用は、次の額以内とする。 

イ 教科書代 

(1) 小学校の児童及び中学校の生徒 教科書の発行に関する臨時措置法

(昭和二十三年法律第百三十二号)第二条第一項に規定する教科書及び当

該教科書以外の教材で、教育委員会に届け出、又はその承認を受けて使

用するものを給与するための実費 

(2) 高等学校等の生徒等 正規の授業で使用する教材を給与するための

実費 

ロ 文房具費及び通学用品費 

(1) 小学校の児童 一人につき 四千五百円 

(2) 中学校の生徒 一人につき 四千八百円 

(3) 高等学校等の生徒等 一人につき 五千二百円 

災害発生の日

から、教科書に

ついては一月

以内、その他の

学用品につい

ては十五日以

内 
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救助の種類 救助の程度及び方法 救助の期間 

埋葬 一 災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを行う。 

二 次の範囲内において、原則として棺又は棺材等の現物をもって行う。 

イ 棺(附属品を含む。) 

ロ 埋葬及び火葬(賃金職員等雇上費を含む。) 

ハ 骨つぼ及び骨箱 

三 支出することができる費用は、一体につき大人二十一万五千二百円以内、小

人十七万二千円以内とする。 

災害発生の日

から十日以内 

死体の捜索 一 災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情により既に死亡し

ていると推定される者に対して行う。 

二 支出することができる費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上

費又は購入費、修繕費及び燃料費とし、当該地域における通常の実費とする。 

災害発生の日

から十日以内 

死体の処理 一 災害の際死亡した者について、死体に関する処理を行う。 

二 次の範囲内において行う。 

イ 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

ロ 検案 

ハ 死体の一時保存 

三 検案は、原則として救護班によって行う。 

四 支出することができる費用は、次のとおりとする。 

イ 死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用 

一体につき 三千五百円以内 

ロ 死体の一時保存のための費用 

(1) 既存建物を利用する場合 当該施設の借上費について通常の実費 

(2) 既存建物を利用することができない場合 一体につき 五千四百円

以内 

(3) ドライアイスの購入費等の経費が必要な場合 当該地域における通

常の実費を加算することができる。 

ハ 救護班により検案ができない場合は、当該地域の慣行料金の額以内 

災害発生の日

から十日以内 

災害によって住居又はその

周辺に運ばれた障害物の除

去 

一 居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が運び込ま

れているため、一時的に居住することができない状態にあり、かつ、自らの資

力をもってしては、当該障害物を除去することができない者に対して行う。 

二 支出することができる費用は、各市町村の区域において要したロープ、スコ

ップその他除去のため必要な機械、器具等の借上費又は購入費、輸送費、賃金

職員等雇上費等とし、障害物の除去を行った当該市町村の区域内の一世帯につ

き平均が十三万七千九百円以内とする。 

災害発生の日

から十日以内 

救助のための輸送費及び賃

金職員等雇上費 

一 次の範囲内において行う。 

イ 被災者の避難に係る支援 

ロ 医療及び助産 

ハ 被災者の救出 

ニ 飲料水の供給 

ホ 死体の捜索 

ヘ 死体の処理 

ト 救助用物資の整理配分 

二 支出することができる費用は、当該地域における通常の実費とする。 

当該救助の実

施が認められ

る期間以内 

備考 救助の期間については、やむを得ない特別の事情のあるときは、延長することがある。 

 

  



- 156 - 

（実費弁償の額） 

救助業務従事者の区分 
実費弁償の額 

日当 時間外勤務手当 旅費 

政令第四条

第一号から

第四号まで

に掲げる者 

 
円 日当の額を七・七五で除し

て得た額を勤務時間一時間

当たりの給与額として職員

の給与に関する条例(昭和

四十年大阪府条例第三十五

号)第二十一条第二項の規

定により算定した額以内 

職員の旅費に関する条例

(昭和四十年大阪府条例第

三十七号)による指定職等

の職務にある者以外の者の

額相当額以内 

医師及び歯科医師 22,500 

薬剤師 17,100 

保健師、助産師、看護師及び准看護師 17,600 

診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工

学技士及び歯科衛生士 

17,100 

救急救命士 14,000 

土木技術者及び建築技術者 15,500 

大工 20,900 

左官 22,500 

とび職 24,300 

政令第四条第五号から第十号までに掲げる者 業者のその地域における慣行料金による支出実績に、手数料としてそ

の百分の三の額を加算した額以内 

 

（扶助金の支給基礎額） 

対象者 支給基礎額 

政令第八条第二項第二号に規定する

労働基準法(昭和二十二年法律第四

十九号)に規定する労働者でない者 

事故発生の日前一年間におけるその者の所得(通常得ている所得以外の所得を除く。以下

同じ。)の額を三百六十五で除して得た額に相当する額とする。ただし、その者の所得額

が、その地方で同様の事業を営み、又は同様の業務に従事する者の事故発生の日から一

年間の所得の平均額を三百六十五で除して得た額(以下「標準収入額」という。)を超え

るときは、原則として標準収入額に相当する額とする。 

政令第八条第二項第三号に規定する

救助に関する業務に協力した者 

一 警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法律施行令(昭和二十七年政令

第四百二十九号。以下「警察協力者令」という。)第五条第二項に規定する額に相当す

る額とする。 

二 事故の発生した日において他に生計のみちがなく、主として政令第八条第二項第三

号に規定する協力者(以下「協力者」という。)の扶助を受けていた者を扶養親族とし、

扶養親族のある協力者については、一の金額に警察協力者令第五条第三項に定める額

を加算する。 
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資料３－４４ 応急仮設住宅建設予定地一覧表 

 

応急仮設住宅 

建設予定地名 
所 在 地 備 考 

1 藤井寺小学校運動場 北岡 1-2-29  

2 藤井寺南小学校運動場 藤井寺 3-8-1  

3 藤井寺西小学校運動場 藤井寺 4-1-57  

4 藤井寺北小学校運動場 小山 3-284-1  

5 道明寺小学校運動場 沢田 3-6-37  

6 道明寺東小学校運動場 国府 2-5-21  

7 道明寺南小学校運動場 道明寺 4-9-18  

8 藤井寺中学校運動場 御舟町 2-9  

9 道明寺中学校運動場 林 6-2-21  

10 第三中学校運動場 林 1-2-1  

11 スポーツセンター 林 1-18-4 防災関係機関活動拠点 

12 津堂市民野球場 津堂 3-620-1  

13 青少年運動広場Ａ 大井 1-433-3 
自衛隊災害派遣部隊の集結場所・

災害時用臨時ヘリポート 

14 青少年運動広場Ｂ 大井 1-433-2 
自衛隊災害派遣部隊の集結場所・

災害時用臨時ヘリポート 

15 ふじみ緑地 小山藤美町 880-40  
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資料３－４５ 災害時ボランティアの受入れ（ボランティアセンター一覧含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ボランティアセンター＞ 

施 設 名 室 名 備 考 

福 祉 会 館 
市民総合会館別館 

１・２階 
ボランティアセンター事務局 

市民総合会館別館 中ホール ボランティア受入れ 

 

 

 

資料３－４６ 清掃施設一覧表 

 

（ゴミ処理施設）                         令和２年４月１日現在 

名称 所在地 処理能力（t/日） 

柏羽藤クリーンセンター 柏原市円明町 666 450 

 

（し尿処理施設） 

名称 所在地 処理能力（t/日） 

芝山衛生センター 柏原市国分市場 1-11-35 290 

 

 
 
 
 
                           申出       情報の提供 
                           ・登録      ・受付・要請 
 
 
 
 
  （大規模な災害の場合） 
                             設置・運営 
 
 
        連携           連携               連携 
 
 
                 情報の提供 

府社会福祉 
協議会 

府 市本部 
社会福祉 
協議会 

災害ボランティアセンター 

災害時ボランティア 
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資料３－４７ 清掃業者一覧表 

 

（ゴミ収集） 

○市直営                                                       令和２年４月１日現在 
名 称 所在地 車種 台数 総積載量 電話 

環境衛生課 小山 7-1013-1 
塵芥車 
トラック 
軽トラック 

4 
6 
2 

20,700 ㎏ 939-1077 

 
○委託業者 

名 称 所在地 車種 台数 総積載量 電話 

(有)松井清掃社 春日丘 2-8-12 
塵芥車 
トラック 
軽トラック 

3 
1 
1 

8,350 ㎏ 955-1308 

阪南清掃㈱ 
富田林市 
美山台 5-1 

塵芥車 
トラック 
軽トラック 

9 
2 
1 

22,900 ㎏ 0721-23-6558 

阪南企業高安清掃
土木 

羽曳野市 
島泉 7-12-7 

塵芥車 
軽トラック 

3 
1 

6,350 ㎏ 953-3417 

㈱小谷組 羽曳野市郡戸13-1 
塵芥車 
トラック 
軽トラック 

5 
1 
1 

12,350 ㎏ 955-4384 

海原衛生(有) 
羽曳野市向野2-1-
10 

塵芥車 
トラック 
軽トラック 

6 
1 
1 

16,900 ㎏ 937-7222 

悦商事㈱ 
羽曳野市伊賀6-5-
11 

塵芥車 
トラック 
軽トラック 

4 
2 
1 

14,350 ㎏ 953-8101 

 
○許可業者 

名 称 所在地 車種 台数 総積載量 電話 

㈱小谷組 
羽曳野市 
郡戸 13-1 

塵芥車 
トラック 
軽トラック 

6 
1 
1 

14,350 ㎏ 955-4384 

海原衛生(有) 
羽曳野市 
向野 2-1-10 

塵芥車 
トラック 
軽トラック 

5 
1 
1 

13,950 ㎏ 937-7222 

悦商事㈱ 
羽曳野市 
伊賀 6-5-11 

塵芥車 
トラック 
軽トラック 

6 
3 
1 

18,350 ㎏ 953-8101 

㈱日日開発 
奈良県御所市 
大字室 215-1 

塵芥車 
トラック 

13 
2 

35,100 ㎏ 0745-65-0717 

阪南清掃㈱ 
富田林市 
美山台 5-1 

塵芥車 
軽トラック 

11 
1 

24,950 ㎏ 0721-23-6558 

 
（し尿収集） 
○許可業者 

名 称 所在地 車種 台数 総積載量 電話 

(有)松井清掃社 春日丘 2-8-12 バキューム車 6 18,400 ㍑ 955-1308 

阪南清掃㈱ 
富田林市 
美山台 5-1 

バキューム車 14 42,900 ㍑ 0721-23-6558 

阪南企業高安清掃
土木 

羽曳野市 
島泉 7-12-7 

バキューム車 7 24,100 ㍑ 953-3417 
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資料３－４８ 遺体安置所一覧表 

 

施 設 名 室 名 面 積 

市民総合会館本館 

小ホール 194.80 ㎡ 

市民ギャラリー 235.55 ㎡ 

 

 

 

 


